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公立大学法人横浜市立大学事業報告書 

 

 

「公立大学法人横浜市立大学の概要」 

 

１ 目標 

公立大学法人横浜市立大学は、大学として、また地方独立行政法人として、都市社会の発展に寄与する

ことが本来の使命であるとともに、国際都市横浜にふさわしい国際性を有する大学となることを目指して

おり、地域貢献及び国際化への取組は非常に重要である。 

そのため、地域貢献、国際化に関する取組については、下記の方向性のもと、教育研究、医療という公

立大学法人横浜市立大学における全活動に共通した目標と位置付け、大学の発展に向け、教職員が一丸と

なってその実現に取り組む。 

＜地域貢献の方向性＞ 

横浜市が有する意義ある大学として、すべての教職員が一丸となって地域貢献に取り組む。 

横浜市を始めとした「都市」が抱える課題の解決に取り組んでいける人材や、地域医療の担い手である

医師、看護師等を育成するとともに、教育研究活動を通じながら、地域課題の解決に向けた取組や、市民

への生涯学習機会の提供、高度で先進的な医療を提供するなど、市民に支えられた公立大学としての使命

を果たす。 

＜国際化の方向性＞ 

本学は国境を超えた地球レベルの問題に取り組む。 

その実現に向けて、グローバルな視野をもって活躍する人材を育てるとともに、横浜市の国際政策と連

動しながら、さまざまな分野での国際的な貢献を実現する。 

 

 

２ 業務 

(1) 大学を設置し、これを経営すること。 

(2) 学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行うこと。 

(3) 法人以外の者から委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実施その他の法人以外の者との連携に

よる教育研究活動を行うこと。 

(4) 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。 

(5) 教育研究の成果を普及し、及びその活用を促進すること。 

(6) 前述の業務に附帯する業務を行うこと。 
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３ 事務所等の所在地 

(1) 金沢八景キャンパス 

   神奈川県横浜市金沢区瀬戸２２－２ 

(2) 福浦キャンパス 

   神奈川県横浜市金沢区福浦３－９ 

(3) 鶴見キャンパス 

   神奈川県横浜市鶴見区末広町１－７－２９ 

(4) 木原生物学研究所 

   神奈川県横浜市戸塚区舞岡町６４１－１２ 

(5) 大学附属病院 

神奈川県横浜市金沢区福浦３－９ 

(6) 大学附属市民総合医療センター 

神奈川県横浜市南区浦舟町４－５７ 

 

 

４ 資本金の状況 

１９,２９２,９６９,６９０円 （全額 横浜市出資） 

 

 

５ 役員の状況 

役員の定数は公立大学法人横浜市立大学定款第 8条により、理事長 1 人、副理事長 2 人、理事 10 人以内及び監事 2人。

任期は、公立大学法人横浜市立大学定款第 13 条の定めるところによる。 

（平成２６年５月１日現在）    

役 職 氏   名 就任年月日 備 考 

理事長 田中 克子 平成 25 年 4月 1日  

副理事長 窪田 吉信 平成 26 年 4月 1日 学 長 

理事 今田 忠彦 平成 25 年 4月 1日  

理事 五嶋 良郎 平成 26 年 4月 1日 副学長 

理事 重田 諭吉 平成 25 年 4月 1日 副学長 

理事 関  寛 平成 25 年 4月 1日 事務局長 

理事 玉村 和己 平成 25 年 11 月 1 日  

理事 馬場 彰 平成 25 年 4月 1日  

理事 原田 一之 平成 26 年 4月 1日  

理事 平原 史樹 平成 25 年 4月 1日 附属病院長 

理事 福井 次矢 平成 25 年 4月 1日  

理事 矢部 丈太郎 平成 25 年 4月 1日  

監事 清水 一男 平成 25 年 4月 1日  

監事 髙野 伊久男 平成 25 年 4月 1日  

理事・監事はそれぞれ 50 音順 
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６ 職員の状況 （平成２６年５月１日現在） 

 教員    ６８８人 

 職員  ２，３１８人 

 

 

７ 学部等の構成    (平成２６年５月１日現在) 

（学部） 

 国際総合科学部 

 医学部 

商学部 → 在籍者なし、今後廃止手続き 

国際文化学部 → 廃止 

（大学院） 

 都市社会文化研究科 

 国際マネジメント研究科 

生命ナノシステム科学研究科 

国際総合科学研究科 

生命医科学研究科 

 医学研究科 

 国際文化研究科 → 廃止 

 経済学研究科 → 廃止 

 

 

８ 学生の状況  (平成２６年５月１日現在) 

総学生数          ４，８５５人 

  学部学生         ４，１５２人 

  修士課程           ３０５人 

  博士課程           ３９８人 

学部交換留学生           ３人 

科目等履修生           １２人 

聴講生(特別聴講学生)       １２人 

研究生              ３０人 

 

 

 

９ 設立の根拠となる法律名 

  地方独立行政法人法 

 

 

10 設立団体 

  横浜市 
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11 沿革 

１８７４（明治７年）  ・十全医院 

１８８２（明治１５年） ・横浜商法学校 

１８８８（明治２１年） ・横浜商業学校 

１８９１（明治２４年）                ・横浜市十全医院 

１９１７（大正６年）  ・横浜市立横浜商業学校[Ｙ校] 

１９２８（昭和３年）  ・横浜市立横浜商業専門学校[Ｙ専] 

            （横浜市立横浜商業学校専修科を母体として設立） 

１９４４（昭和１９年） ・横浜市立経済専門学校(改称)  ・横浜市立医学専門学校  ・横浜市立医学専門学校附属十全病院 

１９４７（昭和２２年）                ・横浜医科大学 

１９４９（昭和２４年） ・横浜市立大学（商業部・経済研究所）         ・横浜医科大学病院 

１９５２（昭和２７年） ・文理学部・医学部設置                ・横浜市立大学病院と改称 

１９５４（昭和２９年） ・横浜市立大学医学部病院開院 

１９６１（昭和３６年） ・大学院医学研究科（博士課程）設置 

１９７０（昭和４５年） ・大学院経営学研究科（修士課程）、大学院経済学研究科（修士課程）設置 

１９８４（昭和５９年） ・木原生物学研究所設置 

１９８７（昭和６２年） ・医学部を金沢区福浦に移転 

１９８９（平成元年）  ・大学院総合理学研究科（修士課程）設置 

１９９１（平成３年）  ・横浜市立大学医学部附属病院が金沢区福浦に開院 

・横浜市立大学医学部病院を横浜市立大学医学部附属浦舟病院と改称 

・大学院経営学研究科（博士後期課程）、大学院総合理学研究科（博士後期 

課程）設置 

１９９３（平成５年）  ・大学院国際文化研究科（修士課程）設置 

１９９５（平成７年）  ・文理学部を改組し、国際文化学部と理学部を設置 

・横浜市立大学看護短期大学部設置 

１９９６（平成８年）  ・大学院国際文化研究科（博士後期課程）設置 

１９９７（平成９年）  ・大学院経済学研究科（博士後期課程）設置 

１９９８（平成１０年） ・大学院医学研究科（医科学専攻／修士課程）設置 

２０００（平成１２年） ・横浜市立大学医学部附属浦舟病院を横浜市立大学医学部附属 

市民総合医療センターと改称 

２００１（平成１３年） ・大学院総合理学研究科（連携大学院／生体超分子システム科学専攻博士後期課程）設置 

２００３（平成１５年） ・大学院医学研究科博士課程再編 
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２００５（平成１７年） ・地方独立行政法人化（公立大学法人横浜市立大学） 

・商学部、国際文化学部、理学部を統合し国際総合科学部を設置 

            ・医学部看護学科を設置 

・経営学研究科、経済学研究科、理学研究科、国際文化研究科を統合し 

大学院国際総合科学研究科設置 

・附属病院及び附属市民総合医療センターを医学部附属から大学附属とする 

２００９（平成２１年） ・大学院国際総合科学研究科を再編し、都市社会文化研究科、生命ナノ 

システム科学研究科、国際マネジメント研究科を設置 

２０１０（平成２２年） ・大学院医学研究科看護学専攻設置 

２０１３（平成２５年） ・大学院生命医科学研究科設置 

 

 

１２ 経営審議会・教育研究審議会 

（１）経営審議会                                （平成２６年４月１日現在）  

氏   名 現  職 

田中 克子 理事長 

窪田 吉信 副理事長（学長） 

今田 忠彦 理事 

五嶋 良郎 理事（副学長） 

重田 諭吉 理事（副学長） 

関 寛 理事（事務局長） 

玉村 和己 理事 

馬場 彰 理事 

原田 一之 理事 

平原 史樹 理事（附属病院長） 

福井 次矢 理事 

矢部 丈太郎 理事 

清水 一男 監事 

髙野 伊久男 監事 
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（２）教育研究審議会                            （平成２６年５月１日現在） 

氏   名 現    職 備 考 

窪田 吉信 学長  

重田 諭吉 副学長  

五嶋 良郎 副学長  

岡田 公夫 副学長（学術院担当）  

梅村 敏 
医科学連携推進・教育改革担当副学長  

兼 医学群長 
 

篠崎 一英 国際総合科学群長  

中條 祐介 国際総合科学部長  

齋藤 知行 医学部長  

叶谷 由佳 医学部看護学科長  

山田 俊治 都市社会文化研究科長  

三浦 敬 国際マネジメント研究科長  

荻原 保成 生命ナノシステム科学研究科長  

西村 善文 生命医科学研究科長  

平安 良雄 医学研究科長  

平原 史樹 附属病院長  

井上 登美夫 附属市民総合医療センター病院長  

高山 光男 木原生物学研究所長  

 白石 小百合 学術情報センター長  

平野 久 先端医科学研究センター長  

関 寛 事務局長  

高橋 寛 学務・教務部長  

篠崎 一雄 
独立行政法人理化学研究所 

環境資源科学研究センター長 
外部委員 

西村 太良 慶應義塾大学文学部教授 外部委員 

 

 

 

 

 



事業の実施状況

１　全学的な取組

（１）　教育の質の保証

【国際総合科学部、都市社会文化研究科、国際マ
ネジメント研究科、生命ナノシステム科学研究科】
　学部及び各研究科のディプロマポリシー、カリキュ
ラムポリシーを教学系の主要会議で共有し、ポリ
シーに基づいた教育を実施する。学生に対しては、
教育理念を理解した上で適切な科目履修ができるよ
う、オリエンテーション等を通じて、学部及び各研究
科における教育内容や履修制度の周知徹底を行
う。

　４月の新入生・在学生オリエンテーション、学部・研究
科の各会議体、学系・コース別、研究科別のFD等で広
くディプロマポリシー、カリキュラムポリシー、アドミッショ
ンポリシーを周知し、教員間の教育目的の共有を図っ
た。学系・コースによっては複数回、ポリシーの確認を
する機会が設けれらたことにより、ポリシーを踏まえた教
育を各教員が意識することができたほか、学系・コー
ス、研究科ごとにカリキュラムとの整合性の確認や効果
検証を行い、方向性の共有を図ることができた。

【医学部】
高い倫理観と確かな知識・技術を持って地域社会に
貢献できる医療人を育成するため、
①これまで１年次に半期で行っていた「医科学演習」
を、「教室体験演習」として通年実施することで、医
師となる覚悟と関心を早期に高め、その後の能動的
な学習に結びつける。
②４年次生を希望する教室に配属して研究実習（リ
サーチ・クラークシップ）を実施し、リサーチマインド
を育成する。

①②教室体験演習及びリサーチ・クラークシップは、計
画通り行った。特に平成25年度から実施したリサーチ・
クラークシップでは、学生へのアンケート結果でも概ね
好評であった。
　また、計画にはなかったが、７月末より１か月間、サン
フォードバーナム医学研究所（サンディエゴ）に５年生
の学生１名が研究実習として渡航し、関東四大学研究
医コンソーシアムリトリートに３年生１名、５年生１名が参
加した。このように、学生が自主的に参加できるプログ
ラムの開発が進んだ。

25年度計画 実績

Ⅰ　大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための取組
　Ⅰ－１　教育に関する取組

ディプロマポリシー・カリキュラムポリシー・アドミッションポリシーに沿った教育の実施
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事業の実施状況

25年度計画 実績

【国際総合科学部】
　ゼミの担当教員から学生に対し卒業論文評価・判
定基準を周知するとともに、既に施行している卒業
論文審査内規を学部会議で再確認し、各教員が内
規に基づいて卒業論文審査を行う。

【都市社会文化研究科、国際マネジメント研究科、
生命ナノシステム科学研究科】
　研究科主要会議等を通じて、内規に基づいた厳
正な学位審査が行われるよう周知する。また、適宜
内規の見直しを行う。

【国際総合科学部】
　ゼミ指導を通じ、卒論評価・判定基準を学生に周知し
た。また、年度の早い段階で主査・副査を確定し、卒論
審査に伴う指導体制の整備等を行ったため、卒論審査
までに学生周知や指導を徹底して行うことができた。卒
業論文審査内規については、学部主要会議のほか、
各コースでも確認を行い、適正に卒論審査を行うことが
できた。

【都市社会文化研究科、国際マネジメント研究科、生命
ナノシステム科学研究科】
　各研究科の修士・博士学位審査内規を学内グルー
プウエアYCU-netへ掲載し、教員への情報共有を図る
とともに、各研究科において、博士前期では中間発表
会、学位審査、博士後期では中間発表会、予備発表
会、学位審査と複数回論文審査を実施することで、適
切に学位審査を実施することができた。また、各研究科
の通則について、早期履修に関わる内容を中心に整
理、改正したことにより、適正な運用体制を構築するこ
とができた。

【医学研究科】
　引き続き、学位の質的保証を第一義的な目標とし
て、学位申請者にとって分かりやすい基準を示しつ
つ、学位審査、審査を行い、適切な指導を徹底す
る。

【医学研究科】
　学位審査員の候補者については、研究者データ
ベースへの登録を促し、審査員の選択に活用すべく準
備を進めた。
　論文博士（乙号）の基準について、研究歴は病院指
定を外し、本学での研究歴を２年から３年に延長する方
向で調整を行った（平成30年度の学位申請から適
用）。
　また、学内での学位論文の取扱い、学位審査資料作
成の手引き等を整備した。

学位授与の基準明確化
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事業の実施状況

25年度計画 実績

【国際総合科学部】
　少人数制の教育によるきめ細かな教育指導を実施
し、授業評価アンケート、カリキュラムアンケート等に
より、教育効果が高められているかどうかの検証を行
う。

　学生に対しては、４月に学系（コース）オリエンテー
ションを実施し、入学後の教養ゼミから卒業論文まで一
貫して少人数かつ双方向性を特徴としたコース教育に
ついての説明を行った。
　平成24年度入学以降の新カリキュラムのうち、経営科
学系については、学系内の教員増などにより、ゼミ定員
を15人から10人と適正化し、きめ細かな教育ができる
体制を整えた。平成25年度入学者のゼミ配属について
も、各学系毎に適正人数を共有の上、配属を行った。
また、次年度カリキュラムの策定にあたり、当年度まで
の履修状況を踏まえ、想定人数より履修者が多い科目
等でクラス増設などの措置を検討し、適正人数で開講
できるよう準備を行った。

【国際総合科学部、都市社会文化研究科、国際マ
ネジメント研究科、生命ナノシステム科学研究科】
　学系（コース）、研究科別に実施するFDにおいて
授業評価アンケート及びカリキュラム評価アンケート
の結果分析を行い、授業改善に向けた方策を取りま
とめる。

　授業評価アンケートの結果については、教員管理職・各教
員へフィードバックされたほか、FD推進委員会にて報告し、
改善点の検討を行った。平成25年度からクロス集計でのアン
ケート結果がフィードバックされ、よりわかりやすい結果を利
用して各学系・コース及び研究科における課題の抽出などが
可能となったため、教育改善に向け、より実質的な検討を行う
ことができた。
　カリキュラム評価アンケートについても教員管理職にフィー
ドバックされ、FD推進委員会でも報告を行った。結果をフィー
ドバックすることにより、次期カリキュラムの策定、改編の検討
材料として利用することができた。

【医学部】
①「2023年問題※」への対応として、国際認証基準
を満たすため、卒業時アウトカム（学習成果・実行能
力）を明文化する。
②授業評価アンケートを引き続き実施し、経年比較
を通じて改善の度合いを示すことで、更なる改善を
図る。

※2023年問題：米国以外の医学部出身者に対し
て、米国で医業を行う資格を審査するECFMG（外国
医学部卒業生試験委員会）が、「申請資格として、
2023年以降は、国際的な認証評価を受けている医
学部出身者に限る」と通告したことに端を発する世
界の医学教育での共通課題。

①卒業時アウトカム（コンピテンシー）及びそれに基づく
ロードマップを作成し、11月には外部評価を受審して
一定の評価を得た。今後、臨床実習70週の確保、60分
授業の導入などのカリキュラム変更をし、平成26年度か
ら具体的に着手することが確認された。
②部門会議では、案件によって学生にアンケートを取
り、その集計結果をまとめた。年２回開催した各学年代
表と教員との懇談会で出た意見を整理し、リサーチ・ク
ラークシップの成果発表会の運営や、１年生の履修の
際に選択必修を増やすこと、などを平成26年度に行う
こととなった。

少人数制による教育の実施

教育の成果・効果の検証体制の構築
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事業の実施状況

25年度計画 実績

【国際総合科学部、都市社会文化研究科、国際マ
ネジメント研究科、生命ナノシステム科学研究科】
　学部はFD推進委員会、研究科は教授会及び運営
会議にてFDの年間活動計画を策定し、計画に基づ
きFDを実施する。年度末には、年間のFDを総括し、
課題の洗い出し及び平成26年度FDの方針確認を
行う。

　年間FD計画に基づき、各学系・コースごとに設定され
たテーマで定期的にＦＤを実施した。学系・コース会議
でFDを実施する体制が確立され、教員のFDに対する
意識の向上、FD活動の活性化に繋がった。また教養
ゼミFD研修会、国際総合科学部FD研修会も計画通り
実施され、活発な意見交換が行われた。学部のFD研
修会は、FD推進委員から多数希望があったテーマ「現
代学生の特徴とその対応について」で開催され、教員
主体で実施することができた。平成26年度に向けて、
各会議体で自己点検シート等を確認する中で課題を
洗い出し、解決策や方針を確認した。

【医学部】
①教員の能力開発及び教育の質の向上のためＦＤ
を開催し、教員同士で課題の共有やその対応策を
検討することで、組織及び各教員の意識改革につ
なげる。
②授業評価アンケートを引き続き実施し、経年比較
を通じて改善の度合いを示すことで、更なる改善を
図る（再掲）。

①「高齢社会と医療」、「国際認証」、「TBL（チーム・
ベースド・ラーニング）」、「他職種協働・連携」をテーマ
にFDを開催し、教員の意識改革を図った。
②上半期は予定通り授業評価アンケートを実施した
が、下半期は11月に国際認証に向けた外部評価を
行った事も影響し、一部の科目でアンケートが未実施と
なったが、授業評価アンケートの他に、ベストティー
チャーアンケートも実施しており、そちらを授業評価と
みなすこともできる。アンケートに対する学生の取組姿
勢に疑問点が見受けられたため、今後は、アンケート
の取り方の見直しが必要と考える。

①新課程入試の初年度となる平成27年度入試の試
験科目変更に向けて準備を進めるとともに、平成25
年度入試の改革実績を検証する。

②大学院科目早期履修制度を周知し、効果的な大
学院入試を実施する。

③在学生保護者対象説明会の実施に併せて有効
的な入試説明会・相談会の実施を検討する。

①新課程入試の初年度となる平成27年度入試の試験科目
変更等の周知のため、入学者選抜要項等を作成し、広報活
動を進めた。高校２年生を対象に入試情報を早めに周知す
ることにより、本学への受験に繋がるよう努めた。また、平成
25年度入試結果の分析・検証を行ったところ、入試改革の初
年度であることが影響し国際総合科学部一般選抜の志願者
数が減少したが、英語の成績を過年度の入学者と比較したと
ころ偏差値は落ちておらず、学力は一定基準を確保できて
いることが分かった。５教科７科目型の入試制度を早期に認
識してもらえるよう、各広報活動を通して説明を行い志願者
増に向けて取り組んだ。
　その他に、入学後の英語教育を充実させるために特別選
抜の出願資格を検討し、看護学科指定校制推薦入試の英語
資格を英検準２級レベルに引き上げた。また、国際バカロレ
ア資格を出願要件とする入試を新設したところ、５名の志願
があり、潜在している受験生を掘り起こすことができた。
②大学院入試では、学部・修士５年一貫教育制度を踏まえた
入試を実施した。36名が入学することになり、入試の多様化
を図ることができた。
③仙台での在学生保護者対象説明会の実施に併せて本学
単独の入試相談会を開催し、26名の相談者が訪れた。

　これらの取組により、平成26年度入試では、国際総合科学
部一般選抜では、820名（26年度入試：2,529名、25年度入
試：1,709名）の志願者増となった。

FDの推進

戦略的な入試実施
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事業の実施状況

25年度計画 実績

①教員アンケートの結果を踏まえたガイダンスの内
容改善や、学生ライブラリスタッフを活用してガイダ
ンス実施回数の増加に取り組む。

②現職医療従事者、特に新採用看護師への文献検
索講座を実施する。

①定期ガイダンスに加え、教員と連携した教養ゼミ等に
おける情報探索やレポート作成の基礎能力習得に対
応したガイダンスを実施し、９割以上の教養ゼミで利用
されるようになるまで定着した（935名参加）。また、学生
個人への情報検索のサポートとして、司書職員に加え
て学生ライブラリスタッフによる簡易なレファレンス対応
を実施した。
　平成26年度に向けて、教員からの要望に、より柔軟
に対応するため、ガイダンスの実施結果やアンケート結
果等多くの意見に基づいて、ガイダンス計画を策定し
たことにより、きめ細かく多種多様な要望に応えられる
ガイダンス計画となった。
②看護師、研修医等医療従事者向けガイダンスの実
施に加え、看護学科と連携した看護学科全学年におけ
る論文作法に関するガイダンス、神奈川県看護協会と
連携した県内看護師向けガイダンスなど様々なガイダ
ンスを実施した。内外の組織と連携した多様なガイダン
スを実施することより、学生をはじめ、新採用看護師や
研修医が基礎的な情報リテラシー能力を身につけるこ
とができ、地域医療への貢献にも繋がった。

教育支援の充実(学術情報）
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事業の実施状況

25年度計画 実績

【国際総合科学部、都市社会文化研究科、国際マ
ネジメント研究科、生命ナノシステム科学研究科】
①文部科学省のGP「理数学生育成支援事業」に本
学の取組が採択されたことを受け、横浜サイエンスフ
ロンティア高校からの入学生を主な対象として、申請
内容に基づくプログラムを実施する。
②重点校３校（金沢高校・横浜商業高校・横浜サイ
エンスフロンティア高校）に対して、卒業生の活用も
含めた連携講座を提供するとともに、平成26年度の
プログラムについて検討、改善を行う。

①横浜サイエンスフロンティア高校との連携では、チャレンジ
プログラムの応募者拡充を図るため、応募要件、選考要件の
多様化、評定平均値の見直しを行い、様々な生徒に対応可
能な体制を構築させた。

②金沢高校の英語力育成プログラムは、対象学年を２年生
に変更し、１年生のうちは高校での指導を徹底して行うこと
で、理解力の向上を図った。横浜商業高校商業科では、新
たに特別講義を実施したほか、日経ストックリーグの指導を継
続して行い、平成25年度は697チーム中入賞・入選17チーム
のうち２チームの入選があった。また、国際学科での特別講
義では、新たな試みとして担当講師が講義前に課題を与え、
事前学習を行った。
　その他にも、横浜市立高校英語科教員研修を引き続き実
施し、18名が参加した。さらに平成26年度に向けて横浜市立
中学校英語科教員のPEセンター派遣について調整を行い、
実施計画を立てた。また平成26年１月に神奈川県と包括協
定を締結したことにより、神奈川県立高校との高大連携につ
いても推進する体制が整った。

市立高校との連携　【地域貢献】

（２）　地域貢献や国際化に繋がる教育研究の充実　【地域貢献】【国際化】

①北棟３階を改修して「会社史・団体史コーナー」を新設し、
会社史・団体史をはじめとする本学所蔵資料の紹介・提供方
法を拡充した。また、教員、学生と共に貴重資料の「月替わり
展覧会」を実施し、市民講座等においてその成果を発表し
た。さらに、本学第４代学長三枝博音の没後50年記念事業
に合わせ、貴重資料を展示した。
　また、平成25年度の特記項目として、継続的な値上がりや
為替変動の影響から電子資料が高騰したことを受け、利用状
況や他大学の対応等を調査し、学生や教員にとって最善と
なる方法を推し進めた。さらに、本学の教育・研究・診療に不
可欠な電子資料等を中長期にわたり効率的に購入するため
の仕組みづくりとして、効率的な電子資料の選定につながる
基準を策定した。

②変化する授業形態や学修スタイルに対応するとともに、大
学図書館としての学術情報センターのあり方を実現するた
め、次期図書館システム導入に向けた仕様書作成のための
情報収集を推進した。あわせて、現システムの機能改善のた
め、職員からの意見収集を実施し、仕様書案を作成した。

　加えて、多様化する学修スタイルや定員増に伴う利用者拡
大に対応するために、学術情報センターのあり方として検討
中の学修環境の整備を一部推し進め、利用者サービスの向
上や学修保障ができるよう、個人用学習机の増設や医学情
報センターへの電子白板の設置、センター病院図書室の閲
覧スペース拡大等を実施した。その結果、多目的な学修形
態が改善され、実習場所によるサービスの格差の解消につ
ながった。

①学術情報センターの収蔵スペースの改修及び資
料配架の整備を行う。あわせて、地域貢献に向け、
会社史・団体史コーナーの新設、貴重資料の展示
など、コレクションの整備・活用を行う。

②次期図書館システムの仕様を決定する。

学術情報の整備
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事業の実施状況

25年度計画 実績

アカデミックコンソーシアムの推進　【国際化】【地域貢献】

①第４回アカデミックコンソーシアム総会及び国際シン
ポジウムをフィリピン大学にて開催した。フィリピン大学
とのMOU締結をはじめ、第５回開催校決定（ベトナム国
家大学）、事務局を本学が継続することについても合
意を得ることができた。共同研究に向けた教員による研
究発表を行うとともに学生にとっては、英語での現地の
大学、行政やNGO等との意見交換、国際ワークショッ
プにおける研究発表等を通じ、グローバルな場での貴
重な体験となった。また、総会及び国際シンポジウム開
催の結果、（１）市と市大の強固な連携をアピール（市
長メッセージ）（２）上海交通大学及び名古屋市大、大
阪市大の海外開催初参加実現とともに更なる関係性を
構築（３）JICAマニラ事務所の協力（４）ＡＤＢ副総裁に
よる基調講演実施等多くの成果を得ることができた。
SUDPについては、マレーシア科学大学にて初の共同
開講を実現することができた。
②第５回総会に向けて、参加大学代表教員出席のもと
プレカンファレンスを開催。共同研究の開始とともに更
なる戦略的共同研究の進め方やIACSCの今後の運営
方法等有意義な協議の場を持つことができた。
③GCI過去３年間の活動実績、課題、成果等をまとめ、
今後の方向性と事業計画について示すことができた。
　その他にも、世界銀行と協議の結果、これまでの活動
実績が評価され、MOUの継続が確定した。また、GCI
井村特任教授監訳のもと、世界銀行図書「Eco2
Cities」日本語版を出版することができた。
　さらには、台風被害のあったフィリピン大学へ、迅速
にGCI特任助教を派遣、全学をあげての募金支援、ア
グルト学長招聘等、特に医学部におけるアジアの拠点
としての確固たる協力関係を築くことができた。

①平成25年９月開催予定の第４回アカデミックコン
ソーシアム総会（フィリピン大学）に向け、メンバー大
学と調整を行う。また、メンバー大学におけるSUDP
（Sustainable Urban Development Program）開講に
向けた準備調整を行う。

②他大学を含めたユニット活動における国際共同研
究を開始する。

③ＧＣＩ設置後３年間の活動実績を検証し、今後の
体制・構想をまとめる。
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事業の実施状況

25年度計画 実績

【国際総合科学部、都市社会文化研究科、国際マ
ネジメント研究科、生命ナノシステム科学研究科】
①海外大学との連携については、平成24年度に策
定した指針に基づき、新規協定締結校を決定し、実
質的な交流を推進する。
②国内大学との連携については、２年目の体制とな
るYCCスクール(旧：北仲スクール)において、本学の
正規科目授業及び他大学や自治体と連携した公開
行事を実施する。

①交流協定締結指針に基づき、フィリピン大学及びベネチア
大学との大学間交流協定を締結した。

②YCCスクールについては、大学院正規科目授業、シンポ
ジウム等を開催し、運営方針や行事日程を確認する四者の
運営協議会を毎月実施した。文部科学省「地(知)の拠点整
備事業」に採択されたことに伴い、YCCスクール事業との関
係性を踏まえた両者の事業内容にかかる調整を進めた。
　専門家（コンサル・建築家・金融関係者）が受講生として参
加したことにより、参加学生（大学院生・学部生）にとっては実
社会と展望・過去の経緯を学べる研究会として各回の講座を
実施することができた。YCCスクールの講義は、教員に加え
て参加者自らが教示し合う場であり双方にとっても有益なも
のとなっている。
　その他に、Webサイトを開設し、広く事業内容の周知を開始
した。

【医学研究科】
①横浜国立大学と共同採択された文部科学省「ポス
トドクターキャリア開発事業」を通じて、海外の企業
等での長期インターシップを含むキャリア開発を支
援する。

②引き続き、国内外の大学・教育研究機関との連携
や人事交流を進める。

①ポストドクター事業を通じ、横浜国大、宇都宮大とともに連
携体制を強化した。６月からカリフォルニアオフィスの仲介に
より、サンディエゴのサンフォード・バーナム医学研究所に１
名のポストドクターを派遣し、長期インターンシップを開始す
ることができた。また平成26年度に向けて２名のインターン
シップ希望者の渡航調整を行っている。さらに、生命医科学
研究科にキャリアコンサルティング技能士を派遣し、広く支援
を開始した。
②海外との連携では、MDアンダーソンがん研究所をはじめ、
上海交通大学との連携協定に向けて、教員との情報共有を
進めた。また、MDアンダーソンがん研究所との施設間MOU
締結については、平成26年４月下旬に向けて、準備を行っ
た。

他大学との連携　【国際化】【地域貢献】
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事業の実施状況

25年度計画 実績

①「Practical English」（PE）取得後に更なる語学力
向上を図るため、初習外国語の教育体制を整える。
具体的には、従来から要望の強かったスペイン語科
目の開講と中国語、韓国・朝鮮語の履修環境の向
上を平成26年度から実施出来るよう準備する。
②平成24年度のリメディアル教育実施体制の評価・
反省点を踏まえ、更なる充実を図る。

③平成26年度の共通教養教育の更なる充実に向
け、授業評価アンケートの結果をフィードバックする
とともに、両学部合同のFD研修会を実施し、共通教
養教育の効果を検証する。

①スペイン語、韓国・朝鮮語、中国語等の初習外国語カリ
キュラム変更について、学則改正届出等の準備を完了させ
た。学習効果等の検証は、平成26年度以降行う予定である。

②リメディアル講座の単位認定手順を見直し、手続きを改善
した結果、学生が速やかにリメディアル講座の講義受講、単
位認定を受けることができるようになった。
③教養ゼミFD研修会を２回開催し、１回目は学生の発言を引
き出す方法、２回目は質的改革ミーティングＦの内容の周知
等をテーマに行った。教養ゼミにおける指導方法や習得す
べきスキルなど、共通認識を持つことができた。さらにディス
カッションやクラス発表の様子を動画で保存し、当日欠席者
や希望者に貸出を行った。
　授業評価アンケートについても計画通り実施され、結果を
フィードバックした。教員が結果をもとに個々で授業改善を図
る材料とすることができた。

 　その他に、学術院情報教育推進ユニットの連携のもと、拡
大情報教育委員会で、情報教育の在り方や情報教育カリ
キュラム改善について検討した。平成26年度から情報コミュ
ニケーション入門のクラス数を増やし、座学を全てのクラスで
解消し実習型の授業に移行することとなった。学習効果等の
検証は、平成26年度以降行う予定である。

国際総合科学部・医学部の連携強化などによる共通教養教育の充実

２　学部教育に関する取組
　　共通教養教育

（１）　国際社会で活躍できる人材の育成を目指した共通教養教育の改善・充実　【国際化】
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事業の実施状況

25年度計画 実績

英語教育の充実　【国際化】

①PE週４コマ授業については、１年生約40名を対象として実施し
た。クラス分け試験と期末試験の伸び率が50点を超える学生もおり、
一定の効果が出たものと考えられる。APEについては、履修条件を
TOEICでは「650点以上」から「PE単位取得」に条件緩和したことに
より、通年で400名（延べ数）を超える受講者があり、前年度比較で
約３割増となった。
　24年度入学の国際総合科学部生の２年次終了時点でのPE取得
率は、９割以上を継続した。また、25年度入学の国際総合科学部生
でも６割弱の学生が、単位取得に至った。
②IELTSクラスをAPEⅤで新たに開講した。期末試験で全体スコア
が6.0（TOEFL-ITP550点相当）に到達する学生が出るなど成果が
みられた。
③授業改善の取組では、インストラクターがペアになり、お互いの授
業参観を行い、授業参観後にはセンター長へのレポートでペア教員
の授業の良い点、改善点を報告した。また、半期に一度のPEセン
ターFDでは、自身の教授法に関するプレゼンテーションを実施し、
good practiceの共有を行った。年度末には外部講師を招いてス
ピーキングテスト導入に備えたワークショップを開催した。
④高大連携事業の一環で、金沢高校へのインストラクター派遣の継
続、高校教員を対象としたワークショップを実施した。また、横浜市
教育委員会との協働により、平成26年度４月から横浜市立中学校教
員２名を１年間受け入れることとなり、PEセンターの成果を地域の教
育に還元できる体制ができた。
　課外の英語教育として、海外との取引がある２企業から企業人を
招き、２回の講演会を実施した。授業以外からも学生のモチベー
ションをアップさせる取組みができた。
　さらには、質的改革ミーティングにおいて英語教育全般に係る課
題整理を行い、英語教育の基本方針を策定し、２年次以上の医学
部学生への継続的な英語学習を行うため、福浦キャンパスへのPE
センター分室設置等について検討した。実現に向けた第一歩とし
て、平成26年度から福浦キャンパスでのPEの授業がスタートすること
となり、特に看護学科の学生への教育支援の充実を図ることができ
た。

①PEについては、TOEFL-ITP400点以下の国際総合科
学部1年次生（40名程度）を対象に、週４コマ授業を実施
し、その効果を検証する。また、PE及び「Advanced
Practical English」（APE）の成績評価について、明確な基
準の設定を行う。

②APEにおいてIELTSの導入等により留学支援を発展さ
せる。

③インストラクターによる授業参観や授業に関するプレゼ
ンテーションを行うシステムを構築し、教授法や授業改善
（FD）を実施する。

④カウンセリング等の学生に対する英語教育支援やイベ
ントの実施、また市内高校等における英語教育の改善へ
の貢献等Practical Englishセンターの活動を充実させる。
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事業の実施状況

25年度計画 実績

　平成26年度大学院入学者を対象とした、学部４年
次における大学院科目早期履修制度の運用を開始
し、実施状況の点検及び改善を行う。

　大学院早期履修制度を開始し、生命ナノシステム科
学31名(履修資格者44名)、国際マネジメント１名(同１
名)、都市社会文化２名(同２名)が履修した。
　早期履修者の研究科入学に向けて、各研究科通則
で単位認定について定め、生命ナノシステム科学研究
科44名中34名、都市社会文化研究科２名中１名、国際
マネジメント研究科１名中１名が本学大学院に進学し
た。また、12月から平成26年度早期履修資格者の申
請、審査を行い、生命ナノシステム科学研究科49名、
国際マネジメント研究科１名の早期履修者が許可され
た。
　生命ナノシステム科学研究科では、６年一貫教育も
視野に入れて運用を進めている。

　新学系・新コース体制下において、専門教養教育
を開始するにあたり、コースの概要や履修制度等の
説明を詳細に行うなど、より充実した内容のオリエン
テーションを実施する。また、当面は、新旧両コース
のカリキュラムが並行することになるため、合併科目
の設置や、履修者数の少ない科目の隔年開講の検
討を行うことにより、分野の特性や体系を考慮した効
果的なカリキュラムを維持する。

　専門教養科目開始に合わせ、４月のオリエンテーショ
ンではコース概要や履修制度等の説明を詳細に行い、
内容を充実させた。５月から、旧コースで開講している
履修者の少ない科目を抽出した上で合併科目の見直
しを進め、合併科目、もしくは隔年開講にするなどの工
夫を行い、効率的なカリキュラム運営に繋げた。また合
わせて新カリキュラムの検証を行い、次年度カリキュラ
ムを編成した。学生の学習効果を高めるため、学系間
で関連の深い科目を新たに当該コース関連科目として
位置付ける等、体系的なプログラムが策定された。

　国際総合科学部

（２）　コース再編成を受けた学部教育の改善・充実

（１）　都市の課題解決への対応等を視点にしたコースの再編成、および学部・大学院の一貫性ある教育の実施

共通教養および専門教養の連携

コースと研究科の連結による一貫した教育の実施
（５年で修士号取得できる制度の構築等）
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事業の実施状況

25年度計画 実績

　GPAを参考に各学系、コース別に適切な成績評価
が行われているかを検証し、評価に偏りがある場合
は評価基準・方法を確認するなど、是正を行う。あわ
せて、学生に対する教育のあり方について教員間で
共通認識を持ち、それに基づいた指導を行う。

　前期科目GPAを参考に、各学系・コースのFDで成績
評価基準の検証を実施した。各学系へＧＰＡ分布表を
提供することにより、講義科目、演習科目の成績評価
の現状や傾向を教員間で共有することができ、適切な
成績評価に繋げた。また、各学系・コースで学生に対
する教育のあり方について検討し、各学系・コースの方
針を改めて確認した上で適切な学生指導にあたること
ができたほか、教育体制について教員間で情報共有を
図ることができた。

【国際総合科学部】
　担任制に基づき、オフィスアワーの活用等によるき
め細かな学生支援を実施する。また、授業評価アン
ケート、カリキュラムアンケートによりその効果を検証
し、適宜改善を図る。

　学生に対しては４月の学系（コース）オリエンテーショ
ンにて、担任制を中心とした支援体制の説明を行い、
教員向けには、「国際総合科学部の担任制に関する申
し合わせ」を使用し、各学系・コース会議にて学部の学
生支援体制の確認を行った。
　オフィスアワー有効活用の検討については、実態調
査や学部内での意見収集が必要と判断し、平成26年
度も継続案件とすることとなった。実態の調査などを
行った上で、学生への通知方法などを学部全体で改
めて検討する。
　平成25年度の４年生対象カリキュラム評価アンケート
では、「クラス担任制設置」について、理系を除き半数
以上の学生が「役立った」という回答となった。これを受
け、今後は研究室配属前の理系のクラス担任のあり方
について検討する。

担任制に基づく学生指導と支援の充実

適切な成績評価
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事業の実施状況

25年度計画 実績

①危機管理セミナーの実施や、緊急時の対応マ
ニュアルの確認等を通じて、日頃から危機管理に対
する意識を高めるとともに、適宜要綱の改正を行う。
②海外フィールドワークの活動内容を学生及び教員
に広く周知することにより、プログラムに対する意識
の向上や新たな活動の展開につなげ、より質の高い
フィールドワークを実施する。

③平成24年度に実施された英語による授業の検討
会の方針を踏まえ、新コースにおいて英語による授
業科目を開講する。また、平成26年度カリキュラムの
編成に向けて、英語による科目の効果を検証し、適
宜次年度プログラムに反映させる。

①②海外フィールドワークには24グループ309名が渡航し、
国際化推進本部会議で目標値として定めた300名が達成さ
れた。
　また、海外フィールドワーク参加学生対象の危機管理セミ
ナーには208名の学生が参加し、渡航時の危機管理シミュ
レーションを実施した。多数学生が参加したことにより、渡航
学生全体の危機管理意識を高めることができた。さらには、
グループ内で役割分担を定め、危機管理に関して学生一人
ひとりの自主性を促すことができた。
　その他にも、ホームページや学内に活動内容等を広く掲載
し、周知を徹底したことで、各グループの意識を向上させ、質
の向上にも繋がった。また、平成26年度に向けて、要綱・応
募の手引きの改正を行い、応募要件、渡航時期、補助金の
使途、スケジュール等を明確化したことで、応募前にプログラ
ム内容が明確に理解された。
③前年度準備をした科目については、授業が実施され、開
講準備の方法、科目の効果検証・改善点の検討が学系・
コース会議で行われた。それらを踏まえて、次年度開講科目
の準備、カリキュラムの編成が行われた。さらに、英語で教授
する授業ワークショップを初めて開催し、教職員・学生含め30
名が参加した。語学教育の現状や課題をそれぞれの立場か
ら再認識し、英語教育の充実へ向けた意識付けの機会を設
けることができた。また、次年度開講予定の英語で教授する
科目担当者が参加したことで、質の向上に繋げる機会となっ
た。

専門教養科目の国際化　【国際化】

（３）　国際的に活躍できる人材育成に向けた教育の国際化推進　【国際化】
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事業の実施状況

25年度計画 実績

留学プログラム（市大生派遣および協定校の学生受け入れ）の拡充　【国際化】

①海外での学修の成果をより柔軟に評価する科目
（「海外研修」）新設により、教学上のルールを整理のう
え、ブリッジプログラムを新設、平成26年度派遣学生を
選抜した。
②APE-ⅤにIELTSクラスや、ジャパンスタディ科目とし
て日本についての発信力を高める英語の授業を新設
した。また、英語で学ぶ科目群をパッケージ化し、交換
留学生の履修モデルをわかりやすく提示した。
③英語で学ぶ科目群をパッケージ化し、交換留学生の
履修モデルをわかりやすく提示したことにより、サイエン
ス・サマープログラムへの留学生招へい等により関係構
築に努めてきたベネチア大学と包括的覚書及び法人
化後初の新規交換留学協定締結に至った。さらに、ア
カデミックコンソーシアムのメンバー校であるタマサート
大学とも交換留学協定を締結できた。ベネチア大学、
タマサート大学とも派遣学生が内定し、ベネチア大学
については受け入れ学生とも決定した。なお、英語科
目群については、本学ホームページにて英文シラバス
を閲覧できるよう、サイトを構築した。
　サイエンス・サマープログラムでは、アカデミックコン
ソーシアムのメンバー校であり、第４回総会実施大学で
あるフィリピン大学や、ベトナム国家大学の留学生が初
めて参加したほか、本学からも過去最大数の学生が参
加し、活発な交流を行った。
④日本人率の高さが課題だったオックスフォード・ブ
ルックス夏期語学研修について、同時期に実施されて
いる別のコースへ派遣先を拡大することで日本人率の
高さを解消した。また、英語要件(575点)が高すぎ、前
年度応募がなかった夏期講座については、550点から
参加できるUCLA夏期講座を新設することで、３名の応
募者を獲得した。

①語学力面から、多数層のニーズに寄り添う長期
「ブリッジプログラム」の設置に向け、単位や身分異
動等の教学上のルールを整理する。 (派遣）
②英語で学ぶ科目の新設と、既存科目の再構成し
たものをパッケージ化し、ジャパンスタディ・プログラ
ム（仮称）として可視化する。（受入/派遣）

③アカデミックコンソーシアムメンバー校や交換留学
先候補大学からサイエンス・サマープログラムに学
生を招へいし、今後の学生交流及び関係強化に向
けた協議を行う。（受入）

④学生交流を目的とした海外大学との協定に向け
た調整を行う。
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事業の実施状況

実績25年度計画

　外国人留学生特別選抜入試における出願資格
（英語資格の基準、日本留学試験の必要成績）につ
いて、出願時のレベルを検証するとともに、入学後
の成績を引き続き把握していく。また、関係所管と連
携し、留学生に係る課題解決に取り組む。

　平成25年度外国人留学生入試では英語資格の出願
要件を国際教養学系・国際都市学系で、英検２級レベ
ルから英検準１級レベル（PE免除レベル）に引き上げた
（経営科学系・理学系は英検２級レベル）。また、日本
留学試験の出願要件も全学系で、全ての科目の得点
率を55％から60％に引き上げ、志願者の学力の質を確
保することを目指した。
　平成26年度入試の志願者数は、前年度19名から３名
と大幅に減少した。理由としては、①今回出願要件の
対象となる日本留学試験の総合科目・数学の受験者
数が減少していること、②各科目の平均点が大きく下が
り、出願要件を60％に引き上げたことにより出願資格を
満たす対象者が減少したことが考えられる。
　志願者は、出願要件を満たし一定の学力の質は確保
したが、志願者数の確保が課題となった。今後は、志
願者数の確保及び志願者の学力の質の確保の両方を
目指し、日本留学試験の難易度の変動を考慮した出
願要件を検討していくこととした。

　今後の人口動態や医療政策、医学教育等を考慮
しながら、新教室の設置や現行教室の再編につい
て検討を行い、社会のニーズにあった教育・教室運
営を計画的に実施する。

　新たな教室設置等については、各種会議で検討を行
い、教室主任教授の役割や教室設置の目的等につい
て、引き続き議論を進めていくこととなった。
　平成26年度から新たに５教室を設置するにあたり、主
任教授の選任を行った。
　形成外科学教室を含めたシニア･レジデント確保が適
正に行われ、新規入局者の獲得につながった。

　医学教育の「質」の維持・向上を図るため、
①医学教育センターに配属された教育・病棟実習ユ
ニット教員を中心としながら、医学群教員全員で教
育に取り組む。
②「2023年問題」への対応として、国際認証基準を
満たすため、卒業時アウトカム（学習成果・実行能
力）を明文化する（再掲）。
③医学教育センター主催の講演会を通じて、現在
の医学教育を取り巻く課題や他大学の状況につい
て情報共有を行う。

①病棟実習ユニットについては、病棟実習部門会議のメン
バーとして毎月１回の会議に参加している。また、教養ゼミに
ついては、教育ユニット教員で担当した。
②卒業時アウトカム（コンピテンシー）及びそれに基づくロー
ドマップを作成し、11月には外部評価を受審して一定の評価
を得た。今後、国際認証への適合に向け、臨床実習概ね70
週の確保、60分授業の導入などのカリキュラム変更をし、平
成26年度から具体的に着手することが確認された。
③８月に実施したTBL-FDワークショップにも多くの教育ユ
ニット教員が参加した。

　医学部（医学科・看護学科）

（１）　新教室の設置および教室再編など学部教育の改善・充実　【地域貢献】

中長期的視野に立った、教育研究の充実と効果的運営

新教室の設置および教室再編

留学生の学力の質確保　【国際化】
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事業の実施状況

25年度計画 実績

　豊かな人間性・倫理観、科学的思考を持ち、社会
の変化に対応しうる看護専門職を育てるため、
①平成21年度に導入したカリキュラムの評価を行
い、必要に応じて平成26年度以降の講義・実習の
修正を行う。

②専門基礎科目・専門科目強化のため、講義以外
の支援策として平成24年度から導入した自己学習
用DVDを更に充実させる。

①教育評価として、ポートフォリオを活用して看護実践
能力を学年ごとに評価することとした。特にポートフォリ
オの強化月間を７月に設定し、学生の記入を積極的に
進めるよう指導した。４年次生は自己成長のための「学
習評価」の冊子を回収し、評価を行った。また、履修規
程を見直し、学生生活ガイド及びシラバス上に新しい
履修規程を掲載した。
②教務委員会では前期の講義や実習に間に合うよう
に、早期にリハビリテーション医学第２版DVDシリーズ
から３本のDVDを購入し、医学情報センターに設置し
た。学生にもメール配信するとともに、エレベーター内
にもチラシを掲示することで周知を図った。

　基礎から臨床への橋渡し研究等ができる視野の広
い人材を育成するため、４年次生を希望する教室に
15週間配属して研究実習（リサーチ・クラークシップ）
を実施し、リサーチマインドの醸成を図る。（再掲）

　リサーチ・クラークシップを計画通り実施し、研究成果
発表会と優秀者の選考・表彰を行った。初年度という事
もあり、前向きな課題が散見されたが、今後改善点を精
査し、平成26年度は研究成果発表会の形態をポスター
発表にし、全員の研究成果を全員で審査する形にする
こととした。

【医学科】
　将来的な「総合診療医」養成も視野に入れつつ、
地域基盤型教育推進委員会等において、現在の地
域医療教育にかかるカリキュラムの課題整理を行うと
ともに、地域医療に貢献する医師の育成方法につ
いての検討を行う。

　福祉施設実習及び地域保健医療実習を順調に実施
した。また、平成26年度のカリキュラムに「総合診療」を
取り扱う科目を４年生と６年生に組み込むこととなった。
今後は、後期研修医の総合診療教育プログラムを確立
し、そこに学生教育を組み込むべく、継続して検討を
行っていく。

【看護学科】
　市域・県域医療機関への就業・定着のため、
①附属２病院、地域保健医療福祉施設等と連携・意
見交換しながら、学科生の臨地実習を実施する。
②主に卒業生を対象とした講演会を実施し、理論・
技術両面で復習する機会を設けるとともに、在学生
にも参加を促し交流の場を創出する。
③Web上にfacebookページを立ち上げ、卒業生・在
校生への情報発信・交流促進の場を提供する。

①附属２病院と看護学科との連携会議の年間計画を策
定し、定期的に会議を開催した。また、附属２病院ととも
に、看護系キャリア実践開発センターの設置に向けて、
検討・準備を進めた。
②アドミッション委員会を中心として開催したオープン
キャンパスにおいて、約1,400名の来場者を記録した。
在学生のキャリア支援の一環として、横浜市の健康福
祉局と協定を結び、保健師を目指す３年生９名のイン
ターンシップを実施した。
③卒業生のキャリア支援にかかるプランニングを、ホー
ムページの活用も視野に入れて検討を進めた。

（２）　医師不足診療科などを考慮した教育の充実　【地域貢献】

看護学科生の卒業時到達目標の達成の強化

県域・市域医療機関への医師・看護師就業・定着を目指した教育の促進　【地域貢献】

大学院とのつながりを考慮した学部教育の実施
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事業の実施状況

25年度計画 実績

【医学科】
　定員増後最初の国家試験に向けて、引き続き高い
合格率を維持できるよう、５・６年次生に対して実力
試験を実施し、習熟度の把握を促すとともに、成績
不振者には個別指導を実施する。
　また、卒業試験の問題を国家試験を意識した問題
とするよう、各教室に依頼する。

　７月・９月の実力試験ではかなりの数の成績不良者がおり、
試験管理部門の教員による面談を実施したが改善できるか
は不確定であった。
　そこで、例年通り卒業試験は各教室半分ほどを国家試験に
準じた問題とし、更に成績不良者は卒業保留として１月に再
度の実力試験及び模擬試験を行い、過去の実力試験も考慮
した上で総合的に卒業判定を行った。
　その結果、国家試験は前年度を上回る合格率であった。
⇒国家試験合格率（全国順位９位）
　合格者77名／受験者79名（合格率97.5％）
　【平成24年度】63名／66名（95.5％）

【看護学科】
　高水準の合格率を引き続き維持するため、e-
learningやＤＶＤの貸出等による自己学習支援、模
擬試験結果の分析に基づくフォローアップ、成績不
振者への個別支援等、きめ細かい学習支援を引き
続き行っていく。

　国家試験ガイダンスを実施し、模擬試験結果の分析や解
説を行った。また、専門基礎科目強化のためのDVD利用を
呼びかけた。
　成績不良者に対しては面談をし、科目未習得者には学年
担任だけでなくゼミ担任からもサポートを行った。さらに、要
支援学生に対する特別支援対策、面談や学習計画の指導、
集中講義を行った。
　その結果、前年度初めて合格率100％を切った看護師の国
家試験に、平成25年度は受験者全員が合格した。
⇒国家試験合格率
　看護師：合格者88名／受験者88名（合格率100％）
　【平成24年度】77名／83名（92.8％）
　保健師：合格者87名／受験者89名（97.8％）
　【平成24年度】100名／101名（99.0％）

　これまで１年次に半期で行っていた「医科学演習」
を、「教室体験演習」として通年実施することで、医
師となる覚悟と関心を早期に高め、その後の能動的
な学習に結びつける。（再掲）
　リメディアル（補習）講座的位置付けの授業につい
て、アンケート等で効果検証を行う。

①教室体験演習は計画通り実施したが、８コマ（２日）だと学
生グループと教室との日程調整が困難なことや、間延びして
しまうという意見があり、平成26年度からは前期４コマ（１日）、
後期４コマ（１日）とすることとした。
② アンケートに加えて、７月に実施した学生懇談会での学生
からの意見も加味し、実際に授業担当外の医学科教員が毎
回授業を見学に行ったが、授業内容・方法に問題はなく、学
生の受講態度に問題があることが明らかになった。

　質の高い教育に資する学習・学生生活環境を整え
るため、実習室等のモニター・音響設備の改修や、
施設改修等（平成25年度は、体育館床面補修、グラ
ウンド・テニスコート整備）を計画的に実施する。

　平成25年度は音響設備の更新、体育館及びトレーニ
ング室の床面補修、テニスコート用コートローラー及び
体育館トレーニングキットの更新、グラウンド及びテニス
コートの整備を完了した。
　なお、医学部OBからの寄附により、医学部グラウンド
の夜間照明が設置され、より安全な課外活動環境が提
供できた。

（３）　医学科・看護学科定員増後の教育の質確保

国家試験の高合格率維持のための施策実施（国家試験の高合格率維持のためのクリニカルクラークシップの充実）

質の高い医療者の育成や医学科定員増に対応した施設設備拡充

医学基礎教育科目におけるカリキュラム構成の改善
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事業の実施状況

25年度計画 実績

　「教室体験演習（１年次生）」、「研究実習（４年次
生）」といった少人数で行う教室配属科目を実施し
（再掲）、学生・教員が触れ合う機会を増やすととも
に、平成24年度に導入した担任制について、体制・
仕組みを充実させ、よりきめ細かい相談・支援を行
う。

　教室体験演習を計画通り実施した。研究実習（リサー
チ・クラークシップ）は前向きな課題が散見されたが、順
調に実施した。
　担任に関するアナウンスをし、各担任による受け持ち
学生への面談を実施した。また、相談があった学生や
問題のある学生は学生支援委員会や医学教育セン
ター会議で報告し、共有するスタイルが確立された。

　教育の質の維持・向上に一丸となって取り組むた
め、看護学科と２病院での定例の連携会議や合同
臨地実習指導研修会、医学科・看護学科共通テー
マでのFD研修等を実施することで、引き続き教員・
職員間の連携を推進する。

　附属２病院と看護学科との連携会議の年間計画に
沿って、臨地実習指導者研修会の実施計画を策定し
た。また、横浜市をはじめとする関係機関等との実習連
絡協議会等で、計画的で適正な保健師教育課程のあ
り方について合意形成を図った。
　医学科・看護学科とで、「多職種協働・連携」をテーマ
に合同のＦＤを開催し、教員のグループディスカッショ
ンも行った。
　平成26年度は、１年生の「医療と社会」に多職種協働
の授業を組み込む事、同じく１年生の「病気を科学す
る」を今まで以上に両学科の教員で連携して担当して
いく事、及び両学科の病棟実習中に多職種で行うカン
ファレンスに学生が参加する事となった。

医学科、看護学科、２病院の連携強化

学生・教員のコミュニケーション拡充
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事業の実施状況

25年度計画 実績

　他機関（理化学研究所及び産業技術総合研究
所）等との連携により生命医科学分野の教育・研究
を強化する。

　４月に生命医科学研究科を設置、同時に理化学研究
所及び産業技術総合研究所との連携大学院を開始し
た。生命医科学研究科の博士前期・後期課程学生の
45名のうち、15名が理化学研究所・産業技術総合研究
所の教員を主の指導教員として、研究活動を行ってい
る。既存の生命ナノシステム科学研究科生体超分子シ
ステム科学専攻の学生も加えると、理研・産総研の教
員を主指導教員とする学生は前年度41名から平成25
年度は44名と増加傾向にあり、連携は順調に推進して
いる。
　また、平成25年度に行われた国立医薬品食品衛生
研究所の研究員をゲスト講師（３名）とした講義は、学
生だけでなく、教員・研究者等も講義に参加した。平成
26年度も引き続き講義を依頼し、連携を深めていく。

　平成26年度大学院入学者を対象とした、学部４年
次における大学院科目早期履修制度の運用を開始
し、実施状況の点検及び改善を行う。

　大学院早期履修制度を開始し、生命ナノシステム科
学31名(履修資格者44名)、国際マネジメント１名(同１
名)、都市社会文化２名(同２名)が履修した。
　早期履修者の研究科入学に向けて、各研究科通則
で単位認定について定め、生命ナノシステム科学研究
科44名中34名、都市社会文化研究科２名中１名、国際
マネジメント研究科１名中１名が本学大学院に進学し
た。また、12月から平成26年度早期履修資格者の申
請、審査を行い、生命ナノシステム科学研究科49名、
国際マネジメント研究科１名の早期履修者が許可され
た。
　生命ナノシステム科学研究科では、６年一貫教育も
視野に入れて運用を進めている。

　都市社会文化・国際マネジメント・生命ナノシステム科学研究科

（１）　コースが再編された学部・大学院の一貫性ある教育内容の実施

３　大学院教育に関する取組
　大学院共通

（１）　生命医科学分野の再編

コースと研究科の連結による一貫した教育
（５年で修士号取得できる制度の構築等）<<再掲>>

生命医科学分野の再編
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事業の実施状況

25年度計画 実績

①危機管理セミナーの実施や、緊急時の対応マ
ニュアルの確認等を通じて、日頃から危機管理に対
する意識を高めるとともに、適宜要綱の改正を行う。
②海外フィールドワークの活動内容を学生及び教員
に広く周知することにより、プログラムに対する意識
の向上や新たなプログラムの開発につなげ、より質
の高いフィールドワークを実施する。

③留学生が日本の教育環境のもとで、充分な研究
指導が受けられるよう、現状の課題を洗い出し、必
要な支援を行う。

①②海外フィールドワークには24グループ、309名の参
加があり、その内大学院生は19名の参加があった。７
月に海外フィールドワーク参加学生対象の危機管理セ
ミナーが開催され、10名程度の大学院生が参加し、渡
航学生の危機管理意識を高めた。さらには、渡航先で
学生一人ひとりが役割を担うことで、学生が主体的に危
機管理を行うとともに、大学院生は学部生をまとめる役
割も担い、学部生のみのグループより質の高いフィー
ルドワークを行うことができた。またホームページや学内
に活動内容等を広く掲載し、各グループの意識の向
上、質の向上にも繋げた。
③SATREPSからの留学生を２名受け入れ、留学生等が
講義に円滑に参加出来るよう、英語で作成した資料を
配付するなどの支援を行った。日本人学生にとっても、
留学生と同じ講義を受けることで、英語でのディスカッ
ションなどの機会が得られた。

　カリキュラムアンケートの実施及び分析を行い、博
士後期課程のカリキュラムが研究科の目的や学生の
ニーズに合ったカリキュラムとなっているか検証を行
う。

　前期及び後期にカリキュラムアンケートを実施し、アン
ケートの結果等を元に質的改革分野別検討部会にお
いて検討を行った。
　国際マネジメント研究科では、カリキュラム検証報告
書を作成し、都市社会文化研究科では、次年度のカリ
キュラム等について検討するとともに、前期カリキュラム
アンケートを受け、大学院生懇談会で意見を聴取し、
文科系研究棟の耐震工事による引越に伴う大学院生
自習室の環境整備、パソコン等の買い替えを行った。
　質的改革分野別検討部会等での検討の結果、カリ
キュラム変更等を含め、平成26年度以降の政策や方向
性を策定することができた。

大学院教育における国際色の実質的な打ち出し　【国際化】

研究科のカリキュラム改善

（２）　都市の課題解決への対応等を視点にしたカリキュラムの改善・充実　【地域貢献】【国際化】
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事業の実施状況

25年度計画 実績

　継続的に指導教員と学生のバランスを考慮し、志
願学生の動向についての検証を行うことにより、適
正な定員数と入学者の質の確保を維持する。

　適正な定員の確保については、前年度の入試結果
を各研究科で評価及び分析し、生命ナノシステム科学
研究科では博士後期課程の定員削減、その他の研究
科では現状維持の方向で検討を進めた。また、都市社
会文化研究科については土曜日午後の時間帯に総合
研究科目を増設し、平日夜間及び土曜の科目開講を
維持するなど社会人の受け入れ態勢の改善に取り組
み、研究科全体に占める社会人学生の割合も増えて
いる。
　なお、都市社会文化研究科及び国際マネジメント研
究科では、質的改革分野別検討部会において、それ
ぞれ社会人学生の受入態勢について検討を行った。

【都市社会文化研究科社会人学生(社会人経験者含)】
　平成25年度：修士５名、博士６名入学
　平成26年度：修士５名、博士６名入学

①生命の探索と病態を現象論に止めず、論理的に
解明し、応用展開できる教育を行う。
②博士前期課程の定員確保を図るとともに、博士後
期課程の学生確保に努め、新研究科に必要な研究
施設・機器類を精査の上、整備する。

①カリキュラムに基づき教育を行い、授業評価アンケー
トを行った。また、教務委員会を開催して平成26年度
以降の講義改善への議論を行った。
②博士前期課程の定員確保については、当初予定さ
れていた３期を終えた時点での合格者数を鑑み、研究
科教授会で検討した結果、第４期入試を行うこととし
た。３期、４期募集の際には各大学、研究所等に広報
を拡大した。また、計画に基づき、設備改修・機器導入
を行った。平成26年度も引き続き計画に基づいて整備
を行っていく。

生命医科学研究科における教育・研究の推進

大学院の定員割れまたは超過への対応

（３）　理学と医学を融合した基礎研究から応用研究までの幅広い知識と視野を有する人材の育成と
　　　　世界的レベルの研究拠点の形成　【地域貢献】
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事業の実施状況

25年度計画 実績

①平成24年度から採用されている、がん専門医療
人養成のための教育拠点を構築することを目的とし
た文部科学省のプログラム「がんプロフェッショナル
養成基盤推進プラン」において、博士課程に設置し
た「先端的がん治療専門医療人養成コース」のカリ
キュラムを円滑に運営する。
②生命医科学研究科設置を踏まえて、医学研究科
修士・博士課程の運営の方向性を明確にする。

①医学研究科博士課程の完成年度を迎えたため、カリ
キュラム変更を検討し、平成26年度から「医学英語」の
開講及び「医科学特論」の単位数変更による新カリキュ
ラムで実施することとなった。
②修士課程医科学専攻の定員を20名にしたことで、充
足率が改善されたが、引き続き生命医科学コースの学
生が医科学専攻に進むような対応として学内推薦制度
の導入などを検討していく。

　高度な看護実践能力が身についた人材の輩出の
ため、
①平成26年度に予定している「看護生命科学」開設
の準備を進める。
②専門看護師（ＣＮＳ）の38単位申請に向けて、他
大学の動向調査やCNSの現状、カリキュラムの設
計・シラバスの作成を行うなど、準備を行う。
③博士課程の設置について、専門の委員会を立ち
上げ、引き続き検討を行う。

①平成26年度からの開講に向けて、「看護生命科学」
の開設準備を整えた。
②他大学の動向や先進事例等を調査し、申請に向け
ての検討・準備を継続して行った。
③医学研究科長と看護学専攻教授群との間で、博士
課程設置に向けた検討会を定期的に行った。

看護学専攻の充実・運営改善

医学研究における領域横断的教育体制の構築

　医学研究科

（１）　医学研究の更なる充実とその成果の医療への展開を担う人材の育成及び高度専門看護職等
　　　　養成体制の整備　【地域貢献】
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事業の実施状況

25年度計画 実績

　学生生活アンケートを実施し、結果に基づく学生
の意見集約や分析を行い、関係部署へフィードバッ
クする。

　学生生活アンケートの実施については、前回の内容
からさらに設問に検討を加え、より各所管の求めるデー
タが取れる調査となるよう意見を吸い上げた。また、配
付方法についても工夫し、前回よりも回収率を上げるこ
とができた。
（前回実績：51.9％、平成25年度実績：62.2％）

【金沢八景キャンパス】
①学生自治団体の役割と位置付けを明確にし、学
生の自主的な運営体制の確立と大学側からの適切
な支援を実施する。また、老朽化した施設や設備に
ついては計画的に修繕・更新等を実施する。

②課外活動活性化のため、各団体の成果や活動状
況を把握し、学内外へ積極的に発信する。また、顧
問体制の文化系・新規設立団体への拡充について
検討する。

①学生自治団体との情報交換会を通年で定期的に実
施し、自治の在り方に対する問題提起を継続した結
果、自治に関わる規約の改正に着手することができた。
また、課外活動施設の維持管理方法についても学生と
の協議を継続し、学生主体の管理体制が構成されつ
つある。こうした学生の取り組みを受けて、３月に体育
館２階アリーナ床面の大規模な修繕を行った。
②運動部・文化部の総会等の場を利用し、学生の活動
成果に関する情報収集を積極的に行い、Webサイト等
を通じて学内外へ発信を行った。また、顧問体制の強
化を図るべく課外活動全般に関わる規程の策定を行
い、顧問の役割等を明文化した。

【福浦キャンパス】
　医学教育センターで行っている学生との懇談会に
課外活動代表者の参加を促し、キャンパスアメニティ
の充実や施設等の適切な管理（を通じた学生自治
意識の高揚）についての意見交換を行う。

　６月と２月に、全学年の学生代表者を中心に、教員と
懇談会を実施し、学生が疑問に思っていることについ
て意見交換を行った。

　学生に対する経済支援の核となる授業料減免制
度において、平成25年度から運用する新基準※に
おける減免を円滑に運用し、申請者の経済状況等
を検証する。また、学生に対する経済支援の各制度
の周知を行い、制度運用における課題の洗い出し、
改善に努め、効率的かつ適切な運用を行う。

※新基準：家計評価額による審査基準に加え、世帯
の総所得が100万円未満を全額免除に引き上げる
基準を追加した。

　授業料減免については前年度同様多くの申請者の
中から適格者を増やすことができた。また、新たに設け
た全額免除基準により約60名の学生を半額から全額
へ引き上げることができ、新基準の意義を果たした。

学生へのアンケート手法等の全般的な見直し

学生への経済支援充実

課外活動の推進

４　学生支援に関する取組

（１）　学生の学習・学外活動支援及び生活環境の整備拡充　【国際化】
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事業の実施状況

25年度計画 実績

　留学生対象授業料減免制度の運用改善及び効果
検証を行う。また、学部・研究科、学務・教務課及び
キャリア支援課で連携し、留学生の就職及びキャリ
ア形成支援の充実を図る。

　留学生対象授業料減免制度については、学生の勉
学に対するモチベーションを一層上げることを目的に、
制度改正を行った上で実施した。実施後のアンケート
では留学生の勉学に対する意欲向上に効果があると
判断されため、平成26年度も継続して実施する予定で
ある。
　留学生の就職及びキャリア形成支援の充実について
は、進路状況を逐次キャリア支援課と共有することで、
未内定者へのフォロー等、個々の支援が強化された。
また、IDEC横浜主催の留学生インターンシップにおい
て３名の留学生を派遣した。
　平成25年度より、継続就職活動のための在留資格
（「特定活動」）取得に必要な推薦状発行の基準を一層
明確化し、キャリア支援室課主催イベントへの積極的な
参加が求められること等を留学生対象就職ガイダンス
で説明している。

①福浦キャンパスの体制整備による学生の心身ケア
の拡充を行う。

②健康診断においてうつ傾向のある学生を抽出し、
予防的視点でのフォローを実施するとともに、ハイリ
スク者に対し積極的に介入し状況把握、支援を行
う。

③個々の事例（長期休学者、長期欠席者、対応に
特段の配慮が必要な学生）等について、定期的な
情報共有を行い、学務・教務部内及び教員との連
携を強化する。

①６月から福浦キャンパスに心理士を派遣、週３回午後
の相談体制を確立したことにより、相談件数が増加し
た。また、派遣外でも学務・教務課と連携し対応できる
ようにした。
②健康診断時スクリーニングで見出されたメンタルヘル
ス不調者への介入とフォローアップを実施し、平成24
年度に比べフォロー率が上昇（22.5%→44.2%）した。
フォロー体制の充実、健康診断後のフォローにより、自
殺企図行動直接危機介入事例は１件であった（平成23
年度：６件、平成24年度：２件）。
③教職員向け「発達障がい者の理解と対応」講座を実
施し、12名が参加した。講座への参加者数は少なかっ
たが、個別事例としての教員からの相談が増えており、
平成26年度からの学務・教務部での障がい者対応
ワーキングへとつなげることができた。
　その他にも、運動部新入部員心電図検査を実施した
(290名）。心電図検査の定着により、運動中の突然死
防止の啓発と危険要因の早期発見が可能となってい
る。また、医学部の感染症対策では抗体価基準値の変
化にともなう対応を行い、病院感染制御部との連携も
図られつつある。
　また、学生向けコミュニケーション講座を実施し、延べ
43名が参加した。

魅力的な留学生支援ネットワークの構築　【国際化】

学生に対する長期的・継続的な心身ケア支援
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事業の実施状況

25年度計画 実績

①北棟３階を改修して「会社史・団体史コーナー」を新設し、
会社史・団体史をはじめとする本学所蔵資料の紹介・提供方
法を拡充した。また、教員、学生と共に貴重資料の「月替わり
展覧会」を実施し、市民講座等においてその成果を発表し
た。さらに、本学第４代学長三枝博音の没後50年記念事業
に合わせ、貴重資料を展示した。
　また、平成25年度の特記項目として、継続的な値上がりや
為替変動の影響から電子資料が高騰したことを受け、利用状
況や他大学の対応等を調査し、学生や教員にとって最善と
なる方法を推し進めた。さらに、本学の教育・研究・診療に不
可欠な電子資料等を中長期にわたり効率的に購入するため
の仕組みづくりとして、効率的な電子資料の選定につながる
基準を策定した。

②変化する授業形態や学修スタイルに対応するとともに、大
学図書館としての学術情報センターのあり方を実現するた
め、次期図書館システム導入に向けた仕様書作成のための
情報収集を推進した。あわせて、現システムの機能改善のた
め、職員からの意見収集を実施し、仕様書案を作成した。

　加えて、多様化する学修スタイルや定員増に伴う利用者拡
大に対応するために、学術情報センターのあり方として検討
中の学修環境の整備を一部推し進め、利用者サービスの向
上や学修保障ができるよう、個人用学習机の増設や医学情
報センターへの電子白板の設置、センター病院図書室の閲
覧スペース拡大等を実施した。その結果、多目的な学修形
態が改善され、実習場所によるサービスの格差の解消につ
ながった。

①学術情報センターの収蔵スペースの改修及び資
料配架の整備を行う。あわせて、地域貢献に向け、
会社史・団体史コーナーの新設、貴重資料の展示
など、コレクションの整備・活用を行う。

②次期図書館システムの仕様を決定する。

学術情報の整備<<再掲>>
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事業の実施状況

25年度計画 実績

　国際的なボランティア活動及びインターンシップを
推進し、その意義やキャリア形成の観点から共通教
養や各コースにおける位置付けについて検討する。

　国際ボランティアプログラムについては、春休みに実
施するプログラムを単位化したことで参加者増を図った
（目標45名、実績47名）。また国際ボランティアの手引
きを作成し、学生へよりわかりやすい運営マニュアルと
して活用した。
　海外インターンシップについては、平成24年度の上
海でのインターン受け入れ開拓・調査をもとに、平成25
年度は上海へ２名の学生を新規派遣することができた
（目標：25名、実績15名）。また、長期インターンシップ
先として、ディズニー国際カレッジプログラムを企画・立
案し、平成26年度派遣へ向けた教学上の制度を整え
た。さらに多様な学生のニーズに応えるため、米国・ア
ジア諸国のインターンシップ先を調査・開拓し、次年度
派遣へ向けて調整を行った。
　国内インターンシップについては、目標の80名に達し
なかったが、平成26年度以降はCOC事業等と連携しな
がら市大独自枠を増やし、派遣学生増を図っていく（目
標：80名、実績：65名）。

国際的なボランティア活動・海外インターンシップの推進　【国際化】【地域貢献】
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事業の実施状況

25年度計画 実績

　全学的・体系的なキャリア教育体制の構築へ向け
て、委員会の設置、運用を行う。また、保護者説明
会等、教職員が連携した事業を通して、学生支援の
更なる充実を図る。

　キャリア形成支援委員会については、平成25年度に
新たに全学委員会として設置し、全学的なキャリア形成
支援について協議するとともに、他大学へのヒアリング
内容を参考にしながら学内共同組織「キャリア支援セン
ター」を平成26年度より設置するよう学内調整を行っ
た。また、平成27年度以降に共通教養でキャリア科目
群を設置する方向で調整を進めている。
　保護者説明会については全学的に各キャンパスで実
施し、前年度を大きく上回る保護者が来場（393組520
名、平成24年度：224組288名）され、学生支援や大学
の取り組みについて説明することで、大学を理解いた
だく基盤作りが出来た。
　低学年次生対象キャリア支援講座には、前年度を上
回る学生（述べ566名、平成24年度：375名）が参加し
た。低学年次生の職業観醸成の一助とすべく、オリエ
ンタルランドの人事担当者や卒業生を活用するなど、
内容を充実した。また、合同企業セミナーでは前年度
（159社）を大幅に超える180社を選定（最終：177社）
し、より学生に有益な企業を選定した。
　さらに、進路未決定者への連絡を徹底し、担当教員と
の情報共有を積極的に行い、進路状況を確認すること
で未決定者へアプローチした。具体的には、キャリアコ
ンサルタントとの面談につないだり、個々に適した求人
票を紹介するなど、よりきめ細やかな支援を実施した。
結果、就職内定率：98.5％（平成26年５月１日現在国
際総合科学部、平成24年度：96.5％）と国際総合科学
部設立以来最高の就職内定率となった。

（２）　キャリア教育・職業教育の充実

キャリア教育体制の確立と就職支援の充実　【国際化】
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事業の実施状況

25年度計画 実績

①平成24年度で取組期間の終了したユニットの取
組の事後評価を実施するとともに事業全体の検証を
実施し、学長のリーダーシップの下、新たなユニット
をつくり「戦略的研究推進費」による戦略的な研究を
展開する。
②説明会や公募情報の案内により、科学研究費補
助金や国家プロジェクト等の獲得拡大を支援する。
③間接経費の獲得額に応じた各キャンパスへの配
分や大型研究費を獲得した研究者への特別対象研
究費の配分により、研究費獲得や実施体制を支援
する。
④海外出張補助金により、学会発表等、海外研究
者との連携機会を提供する。

①戦略的研究推進費第Ⅱ期について、公募テーマに
基づき、10組の研究ユニットが研究を開始した。また、
研究戦略委員会委員によるサポートミーティング及び
中間評価を実施した。
②実績のある研究者による研究計画調書の書き方説
明会を８月に３回実施、科研費の公募要領等に関する
説明会を９月から10月にかけて各キャンパスで実施し
た。
③間接経費獲得実績に応じた各キャンパスへの配分
及び大型外部研究費を獲得した研究者への特別対象
研究費の配分を実施した。
④海外出張補助金について、35件の申請のうち、22件
の補助を行った。

　これらの取組も一因となり、平成25年度の外部研究費
獲得額が過去最高額の約38億円となった。今後も戦略
的研究推進費に係る研究ユニットへの支援、科研費獲
得に向けた支援等、更なる外部研究費の獲得を目指し
その支援方法を再考していく。

１　研究水準及び研究の成果等に関する取組

（１）　研究の充実と外部資金の獲得

研究水準の向上と外部研究費の獲得拡大

Ⅰ　大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための取組
　Ⅰ－２　研究の推進に関する取組
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事業の実施状況

25年度計画 実績

①北棟３階を改修して「会社史・団体史コーナー」を新設し、
会社史・団体史をはじめとする本学所蔵資料の紹介・提供方
法を拡充した。また、教員、学生と共に貴重資料の「月替わり
展覧会」を実施し、市民講座等においてその成果を発表し
た。さらに、本学第４代学長三枝博音の没後50年記念事業
に合わせ、貴重資料を展示した。
　また、平成25年度の特記項目として、継続的な値上がりや
為替変動の影響から電子資料が高騰したことを受け、利用状
況や他大学の対応等を調査し、学生や教員にとって最善と
なる方法を推し進めた。さらに、本学の教育・研究・診療に不
可欠な電子資料等を中長期にわたり効率的に購入するため
の仕組みづくりとして、効率的な電子資料の選定につながる
基準を策定した。

②変化する授業形態や学修スタイルに対応するとともに、大
学図書館としての学術情報センターのあり方を実現するた
め、次期図書館システム導入に向けた仕様書作成のための
情報収集を推進した。あわせて、現システムの機能改善のた
め、職員からの意見収集を実施し、仕様書案を作成した。

　加えて、多様化する学修スタイルや定員増に伴う利用者拡
大に対応するために、学術情報センターのあり方として検討
中の学修環境の整備を一部推し進め、利用者サービスの向
上や学修保障ができるよう、個人用学習机の増設や医学情
報センターへの電子白板の設置、センター病院図書室の閲
覧スペース拡大等を実施した。その結果、多目的な学修形
態が改善され、実習場所によるサービスの格差の解消につ
ながった。

①学術情報センターの収蔵スペースの改修及び資
料配架の整備を行う。あわせて、地域貢献に向け、
会社史・団体史コーナーの新設、貴重資料の展示
など、コレクションの整備・活用を行う。

②次期図書館システムの仕様を決定する。

学術情報の整備<<再掲>>
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事業の実施状況

25年度計画 実績

（２）　研究成果・知的財産を地域社会へ還元　【地域貢献】【国際化】

地域貢献センターの推進　【地域貢献】

①横浜市附属機関等（審議会等）への教員の新規参画につ
いては、横浜市や他の自治体の要請に応じて各種審議会や
委員会に参加し、社会的に貢献している。具体的には、横浜
市就学奨励対策審議会委員会等に、新たに教員を派遣し
た。
②学生が取り組む地域貢献活動の支援については、事業の
公募説明会、助成金使用に関する説明会等を実施し、学生
が行うイベント等の支援を行った。また、キャンパスタウン金
沢関連事業として本学施設を使用したフォーラムを開催し
た。本事業は、学生が主体的に行動し、地域の課題を解決
する能力を身に付けるための人材育成ツールとしても重要な
取組となっている。
③教員地域貢献活動支援事業の推進については、課題提
案者と連携・協働し、研究の推進に対する事務的サポートを
行った。地域課題の解決に寄与する取組であり、地域社会の
インフラとして知的資源を効果的に還元する機能を有してい
る。（平成25年度５件採択）
　その他に、文部科学省「地（知）の拠点整備（COC）事業」
の採択に伴い、横浜市が推進する環境未来都市実現へ向
け、地域志向の大学をめざした全学的な取組をスタートさせ
た。学内説明会やキックオフイベントを開催するとともに、並
木シーサイドタウンの成り立ちや建設当時の社会的背景など
を学びながら、これからのまちづくりにつなげていくための講
座を実施した。今後は、学内外に対して事業の方向性を示し
全学的な取組であることを浸透させるとともに、学外からの大
学に対する期待・要望などを今後の取組に反映させていく予
定である。また、金沢区並木にサテライト拠点を整備し、地域
コミュニティの中核的存在として、住民が参加したまちづくり
や健康づくりに関する地域活動拠点として超高齢社会にお
ける地域活性化のモデルとなるような事業を推進していく。

①主に横浜市の附属機関（審議会等）への本学教
員の参画を促進する。

②キャンパスタウン金沢をはじめとした学生による地
域貢献活動の推進等、地域社会との連携事業を推
進する。

③都市政策部門における本学教員の地域貢献活動
を推進し、本学の地域貢献に関する情報を発信す
る。
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事業の実施状況

25年度計画 実績

教員による生涯学習の充実　【地域貢献】

　エクステンション講座については、市民の関心に応え
るテーマを選定し、すべての講座において本学教員が
講師または企画を務め実施した。大学の持つ知的資
源を広く市民に還元するとともに生涯学習の機会を提
供することで地域への貢献を果たすことができた。
　また、これまで開催実績のなかった港北区、都筑区に
おいても講座を実施し、懸案であった横浜市北部地域
での新たな事業展開を図ることができた。平成26年度
も継続して港北区で開催することが決定しており、新規
受講者の開拓に期待ができる。
　その他にも、外部機関との連携講座（横浜市、神奈川
県、横浜市男女共同参画推進協会、株式会社ツムラな
ど）を企画した。
　ヨコハマ大学まつりに参加し、環境意識の向上を目的
としたカーボンオフセットに関する講座を実施したことに
より、高校生や保護者をはじめ一般の方に対して、環
境問題について学ぶ機会を提供することができた。同
時に本学の生涯学習事業の取組をPRする良い機会に
もなった。

【平成25年度実績概要】
  開催講座数 … 144講座（延べ652日）
  受講者数　　… 延べ17,840人
　本学教員による企画監修または講師による講座…
144講座（100％）
【平成24年度実績概要】
   開催講座数 … 141講座（延べ672日）
   受講者数　　… 延べ17,983人
　 本学教員による企画監修または講師による講座…
141講座（100％）

　本学教員を中心に、大学として意義のある生涯学
習講座を年間100講座程度開催する。あわせて、講
座の開催地区の拡大や、市・区・民間企業等との連
携を行い、幅広い市民の学習意欲に応える。
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事業の実施状況

25年度計画 実績

①外部の技術移転機関等を活用し技術移転を推進
し、戦略的な知的財産管理を行う。

②独立行政法人科学技術振興機構が運用する
「Read&Researchmap※」を通じて教員の研究情報等
を発信する。

※Read&Researchmap：大学・公的研究機関等に関
する機関情報、研究者情報等が集積されたデータ
ベース

①産学連携及び知的財産コーディネーターを交えて定期的
な打合せを実施し、技術移転先の検討を図った。その上で、
技術移転機関とも定期的な情報共有を行い、特許の有効活
用に向けた宣伝用チラシや活動計画書を作成のうえ、ライセ
ンス先の発掘に向けた営業活動を実施した。
②ReaD&Researchmap等の研究者情報について、全研究者
への更新依頼に伴う働きかけや新任教員への設定依頼を行
い、随時更新することができた。

　その他に、BIO　Tech2013（5月）、BioJapan2013(10月）、ア
グリビジネス創出フェア（10月）、テクニカルショウヨコハマ
2014（2月）等の展示会に出展し、本学の研究成果について
PRを行ったことにより、企業との共同研究に繋がった。また
JASIS2013（分析展）など各種展示会にも情報収集のため視
察を行い、本学の知的財産の活用を図った。

　地域医療貢献推進委員会を通じて、引き続き地域
医療機関等への医師紹介を行う。紹介に当たって
は、協力病院全体の診療体制・役割や横浜市の医
療政策等も確認しながら、戦略的に検討を行ってい
く。

　通年に渡り、主に神奈川県内の医療機関から新たな
医師紹介依頼があり、各教室に協力を依頼した。
　当該医療機関の病院長等が直接委員会において説
明する場を提供し、現場の声を直接聞き、地域実情を
理解した上で、派遣の必要性を検討した。

　横浜市立大学における先端医科学研究の拠点と
して、平成24年12月にしゅん工した新研究棟を活用
し、がん、生活習慣病等の原因究明や最先端の治
療法等の開発を積極的に推し進める。特に、新たに
整備した「産学連携ラボ」入居企業との共同研究を
推進するほか、新たな臨床応用につながる橋渡し研
究の成果創出に向けた研究プロジェクトの再構築を
行う。

　産学連携ラボに入居決定した４社と平成25年４月１日に賃
貸借契約を締結し、共同研究における当ラボの活用を開始
した。なお、４社とも引き続き平成26年度も入居することが決
定した。
　戦略的研究推進費の「先端医科学研究分野」に研究開発
部門長の谷口教授を代表者として応募し、採択された。同教
授のiPS細胞から肝臓を作製することに成功した研究成果は
Science誌の10 breakthrough of the year, 2013に選定される
などし、また再生医療実現拠点ネットワーク（拠点B）にも採択
されたことで、学外からも注目された。

２　研究実施体制等の整備に関する取組

先端医科学研究センターの施設建設・体制整備

地域医療貢献の推進　【地域貢献】

研究成果や知的財産の社会への還元　【地域貢献】

（１）　将来の医療に貢献する先端医科学研究センターの施設建設を含む研究推進体制の整備
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事業の実施状況

25年度計画 実績

　３Ｒ（代替法の利用、使用数の削減、苦痛の軽減）
の観点に立って、平成24年度から実施している①実
験計画の事前審査、②従事者教育訓練、③自己点
検・評価、④情報公開に加え、⑤外部評価制度を導
入し、より適切な管理の下で動物実験が行えるよう
にする。
　また、施設面においては、金沢八景キャンパス理
科館建替に伴う動物実験施設取壊しへの対応や、
生命医科学研究科の設置に伴う鶴見キャンパス動
物実験施設の拡充等を検討する。

①③平成25年度実験計画書及び平成24年度自己点検評価
について、各キャンパスの委員会において適正に審査を
行った。
②４月に全４回に及ぶ定期訓練を行い、汚染事故等のないよ
う施設の安全管理を推進した。
④実験計画、自己点検評価及び規程改正等の学内情報に
ついて本学Webサイトに開示したほか、必要に応じてWebサ
イトの修正を行った。
⑤国立大学動物施設協議会等に依頼し、11月に外部評価
（立入現地調査等）を受審し、一定の評価を得た。
・全キャンパスでの動物実験委員会を開催し、各キャンパス
における課題の情報共有を行った。

　国際戦略総合特区に位置付けられている企業と本
学の研究者の共同研究を推進し、新たな基盤技術
や医療機器等の開発を推進する。

　平成26年３月現在で国際戦略総合特区事業に認定されて
いる研究は10プロジェクトにのぼり、横浜市が推進する18プ
ロジェクトの半数以上を占めている。このうち、平成25年度新
たに２プロジェクトが特区の枠組みの中で経済産業省の補助
事業として研究開発を開始し、平成24年度からの継続事業と
合わせて４プロジェクトが経済産業省から財政支援を受け
た。

　他機関（理化学研究所及び産業技術総合研究
所）等との連携により生命医科学分野の教育・研究
を強化する。

　４月に生命医科学研究科を設置、同時に理化学研究
所及び産業技術総合研究所との連携大学院を開始し
た。生命医科学研究科の博士前期・後期課程学生の
45名のうち、15名が理化学研究所・産業技術総合研究
所の教員を主の指導教員として、研究活動を行ってい
る。既存の生命ナノシステム科学研究科生体超分子シ
ステム科学専攻の学生も加えると、理研・産総研の教
員を主指導教員とする学生は前年度41名から平成25
年度は44名と増加傾向にあり、連携は順調に推進して
いる。
　また、平成25年度に行われた国立医薬品食品衛生
研究所の研究員をゲスト講師（３名）とした講義は、学
生だけでなく、教員・研究者等も講義に参加した。平成
26年度も引き続き講義を依頼し、連携を深めていく。

京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略総合特区における取組

４キャンパスの動物実験施設の充実・強化

生命医科学分野の再編<<再掲>>

（２）　生命医科学分野の再編<<再掲>>
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事業の実施状況

25年度計画 実績

①戦略的研究推進ユニット、情報教育推進ユニット
等、既に設置しているユニットの進捗管理を行うとと
もにユニット設置の必要な新たな課題に対応する。
②学術院の運用状況の検証と、実質化に向けた取
組を推進する。

①キャリア形成支援委員会や情報教育推進ユニットに
おいて教員による主体的な検討を行った。また、医経
連携調整会議及び医経連携ユニットについては、育成
する人材像についての検討と、平成26年４月から国際
マネジメント研究科と医学研究科間で科目の相互履修
を可能とした。さらには、大学アーカイブについて検討
するユニットを立ち上げ、貴重資料の収集等に向けた
体制案の検討を行った。
②学術院の実質化に向け、文部科学省ＧＰの平成25
年度申請・採択状況や平成26 年度文部科学省概算
要求について学内での情報共有を行い、外部資金獲
得へ向けた働きかけを行った結果、平成25年度文部科
学省「地（知）の拠点整備事業」に採択された。

　その他に、学長指示のもと、学部・大学院における教
育の質の向上や国際化について検討する質的改革
ミーティングを各分野ごとに立ち上げ、本学の将来構
想について検討し、「質的改革（将来構想）報告書」を
作成した。

Ⅰ　大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための取組
　Ⅰ－３　教育研究の実施体制に関する取組

ユニットの設置等による学術院の推進　【地域貢献】

１　教育研究の実施体制の整備に関する取組

（１）　柔軟な教育研究体制の構築
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事業の実施状況

25年度計画 実績

①政策医療の実施
【附属病院】（以降【附】）地域がん診療連携拠点病
院、横浜市認知症疾患医療センター（平成25年１月
～）
【センター病院】（以降【セ】）高度救命救急セン
ター、総合周産期母子医療センター等

①【附】左記について計画通り実施した。地域がん診療連携
拠点病院についてはその指定要件が見直されたため、未充
足項目について対応を進めている。(経過措置として26年度
末までは継続指定)
【セ】疾患別センターによるチーム医療体制を中心に、市や
県の医療政策を支える上で重要な役割を果たした。
　高度救命救急センターでは、ホットラインによる救急応需率
94.5％（４～12月実績）と、高率の応需を行い、救急医療の
最後の砦としての役割を十分に果たした。また、神奈川県地
域医療再生計画補助金を活用した施設改修を行い、ＥＩＣＵ
（緊急集中治療室）の増床（10床→12床）等の機能向上を
図った。
　精神医療センターでも、急性期の集中的な治療を必要とす
る精神疾患患者を受け入れる「精神科スーパー救急」におい
て、216人の実患者を受け入れた（延べ入院患者数：9,630
人・日）。
　また、総合周産期母子医療センターにおける分べん件数
は1,235件（24年度：1,227件）と多数の分べんを受け入れた。
また、このうち41.3％に当たる511件は異常分べん・流産であ
り、救急搬送も含めたハイリスク分べんの受入れ先として重要
な役割を果たした。
　このほか、男性・女性の壁を取り払った不妊治療を行う生殖
医療センターでは、入院・外来合わせて延べ11,923件（24年
度：11,298件）の患者を受け入れた。

②災害時に即応できる体制の確立のため、
　【附】災害派遣医療チームＤＭＡＴを整備する。
　【セ】継続してＤＭＡＴ・ＹＭＡＴの訓練を実施す
る。

③【附】平成24年度下半期に段階的に開床した救急
病床（20床）について、救急患者を可能な限り受け
入れ、高い稼働率で運用する。

④【セ】「地域がん診療連携拠点病院」について、平
成24年度に申請した神奈川県独自指定分の結果を
踏まえつつ、現在指定要件の見直しが行われてい
る国基準の指定に向けての準備を引き続き進める。

②【附】DMATの体制を整備した。この事により、災害拠
点病院の指定が継続される事となった。
【セ】ＤＭＡＴによる９都県市共催防災訓練「ビッグレス
キューかながわ2013」への参加（９月）や、ＹＭＡＴの実
出動11回のほか、研修受講や訓練参加等を行った。

③【附】救急病床については可能な限り救急患者を受
け入れた。稼働率自体は高くないものの、緊急入院患
者数は昨年度比で増加した。(平成24年度+72人)

④【セ】神奈川県がん診療連携指定病院として、25年
度よりがん相談支援センターに専従看護師を配置し、
院内にブースを設けた特設窓口相談受付を５回実施し
た。また、面談や電話対応等によるがんに関する相談
支援を1,808件（24年度：1,578件）実施した。さらに、国
の指定要件見直しを受けて、地域がん診療連携拠点
病院の指定申請を行った（２月）。

市や県の医療政策上の位置づけによる、がん医療、救急医療及び災害時医療などの推進

Ⅱ　附属２病院（附属病院及び附属市民総合医療センター）に関する目標を達成するための取組

１　医療分野・医療提供等に関する取組

（１）　市や県の医療政策上での位置づけによる救急医療体制など医療機能の充実　【地域貢献】
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事業の実施状況

25年度計画 実績

①役割分担に応じた特色ある診療として、
　【附】地域がん診療連携拠点病院として、高度先
進的ながん医療に取り組むとともに、がん地域連携
クリティカルパスの活用を促進する。
　【セ】地域医療の最後の砦として、総合周産期母子
医療センター、小児医療センター、精神医療セン
ター等の機能を十分に果たす。

②段階に応じた救急医療へ対応するため、
　【附】平成24年度下半期に段階的に開床した救急
病床に救急患者を可能な限り受け入れ、安定した二
次救急医療を提供する。
　【セ】高度救命救急センターにおいて高度な救急
医療を提供する。

③【２病院共通】（以降【共】）がん医療に関する役割
を整理し、がん分野における両病院の特色を広く周
知する。

①【附】 済生会若草病院と「がん連携病院」の協定を締結す
るなど、がん地域連携クリティカルパスの運用充実を進めて
いる。
【セ】精神医療センター、総合周産期母子医療センター、生
殖医療センターなどにおいて、疾患別センターの特色を生か
した診療を行った【再掲】。このほか、地域の医療機関との連
携を推進するため、地域連携スタッフが病院訪問を継続的に
実施し、効率的な病床利用連携等に関する情報交換を行っ
た。これにより、新たに２病院と連携協定を締結し、連携病院
は合わせて10病院となった。

②【附】救急病床については可能な限り救急患者を受け入れ
た。稼働率自体は高くないものの、緊急入院患者数は昨年
度比で増加した。(平成24年度+72人)【再掲】
【セ】高度救命救急センターにおいてホットラインによる救急
応需率94.5％（４～12月実績）と高率の応需を行い、救急医
療の最後の砦（高度救命救急センターは、当院を含め県内
で２か所のみ）としての役割を十分に果たした。また、ＥＩＣＵ
の増床等による機能向上を図った【再掲】。

③【共】附属病院は「地域がん診療連携拠点病院」として、横
浜市南部医療圏の中で中核的な役割を果たす必要がある。
手術支援ロボット(ダ・ヴィンチ)の導入も決定し、高度な医療
に取り組むと共に、教育・育成に関する取組も進めていく。

（２）　附属２病院の役割分担の明確化による医療提供　【地域貢献】

附属２病院における各診療内容の役割分担、特色を明確にし、附属２病院をあわせて1,300床を超えるメリッ
トを発揮
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事業の実施状況

25年度計画 実績

①引き続き先進医療の取得に取り組み、
　【附】診療科、先端研と連携し、年間５件の申請を
行う。

②高度で先進的な医療を提供するため、
　【共】緩和ケアチーム、褥そう対策チーム等、各職
種がスペシャリストとしての専門性を発揮し、多方面
から治療・検査等をサポートする。
　【セ】病院機能評価に基づいたチーム医療を推進
する。

①【附】先進医療の申請を1件行い、年度内に承認された。25年度
末時点でほかに3件の案件が申請に向けて厚労省等と調整中であ
る。
【セ】先進医療について、新たに１件の承認を取得した（乳腺・甲状
腺外科）。当院の中期計画目標は「第１期からの累計で11件の承認
取得」であるが、本件は10件目の取得となった。
　また、26年度の承認取得へ向け、３件（消化器病センター２件、乳
腺・甲状腺外科１件）の案件につき申請準備を進めた。

②【附】感染対策における他病院への貢献も含め、左記各チームの
活動が適切に実施されている。
【セ】感染対策チーム、緩和ケアチーム、（精神）リエゾンチーム等、
多職種で構成された院内横断チームが活発に活動し、主診療科と
の合同カンファレンスや院内ラウンド等を実施した。
　また、日本医療機能評価機構による病院機能評価を受審した（訪
問審査：３月）。受審に向けて、院内各部署を横断したプロジェクト
チームを作り、審査対象領域ごとに自己点検を綿密に行ったが、こう
した取組を通じ、当院の運営全般に関する職員全体の理解・課題
認識が深まり、チーム医療の推進に向けた相互理解を深めるうえで
大いに役立った。
　⇒【セ】院内横断チームの活動実績例
　　・　感染対策チーム
　　　  院内合同カンファレンス：12回、使用抗菌薬の事前
　　　  監査及び院内の感染対策チェック：33回
     ・　緩和ケアチーム
　       院内合同カンファレンス：48回、診療科からの依
　　　　頼に基づく患者対応：81件
     ・　（精神）リエゾンチーム
　      院内合同カンファレンス：50回、診療科からの依
　　　  頼に基づく患者対応：88件

（３）　大学附属病院として担う高度先進的医療・地域医療連携の推進　【地域貢献】

高度で先進的な医療の提供、先進医療への取組及びチーム医療の推進
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事業の実施状況

25年度計画 実績

①地域医療連携をより一層推進するため、
　【共】地域連携クリティカルパスの充実・拡大により
機能分担を図るとともに、連携病院との連絡会を実
施する。
　【附】地域医療連携機能の強化に向けた検討を進
める。
　【セ】５大がん地域連携パスの運用を開始する。

①【共】連携病院の協定締結を、附属病院では新たに2
病院(計15病院)と、センター病院では２病院(計10病院)
と行った。
【附】上記のほか、済生会若草病院と「がん連携病院」
の協定を締結した。
　また、「入院支援コーナー(仮称)」の設置検討など、
地域医療連携機能の強化に向け検討を進めている。
【セ】地域医療機関との病病連携・病診連携に努めた
結果、紹介率・逆紹介率とも、前年度に引き続き、中期
計画目標値を上回る実績を確保した。
　このほか、地域医療支援病院として、「地域医療連携
研修会」を49回開催（延参加者数1,760人）し、啓発活
動に取り組んだ。また、神奈川県地域医療再生計画事
業の一環として、５大がん※に関する地域連携クリティ
カルパス※の普及啓発に取り組み、新たに21か所の診
療所を新規登録した。
⇒紹介率・逆紹介率（カッコ内は平成24年度実績）
【附】紹介率：　 85.2％(82.6％)
　　　逆紹介率：50.9％(50.5％)
【セ】紹介率：   90.1％（93.0％）
　　　逆紹介率：67.9％（65.4％）
〔中期計画目標値〕　紹介率【附】80％【セ】90％、逆紹
介率【附】50％【セ】60％

①【附】他病院では対応困難な内視鏡検査や手術
を更に実施するため、内視鏡センターを移転・拡張
する。

②【附】新型インフルエンザや大規模災害等に対応
するため、病院入口の救急外来横に緊急・災害対
策スペースを設置する。

③【セ】三次救急応需を確実に果たすため、救急棟
内の救命集中治療室（ＥＩCU）等の再配置を行い、
更に効率的な運用を目指す。

①【附】部屋数7室+透視室1室(従来は4室)にて25年12
月に稼働を開始した。他病院では対応困難な内視鏡
検査・内視鏡手術を実施していく。

②【附】26年3月に完成し、災害や新型インフルエンザ
等の発生時に対応できる設備を整備した。

③【セ】神奈川県地域医療再生計画補助金を活用した
施設改修を行い、ＥＩＣＵ（緊急集中治療室）の増床（10
床→12床）等の機能向上を図った【再掲】。

地域医療機関との連携強化や、地域医療連携をふまえた入院・外来診療の充実

（４）　救急医療や高度先進的医療などを行うための医療機器や設備の整備・更新　【地域貢献】

医療における地域貢献を積極的に果たすために必要となる医療機器や設備の整備・更新
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事業の実施状況

25年度計画 実績

　審査会やヒアリングを通じて、各診療科で実施して
いる先進的な技術を先進医療に結びつける取組や
支援を引き続き行う。
　特に、本学で行っている医学研究を再生細胞治療
センターでのヒト幹細胞を用いた臨床研究につなげ
るため、「ヒト幹細胞を用いる臨床研究に関する指
針」に基づく厚生労働省への申請を行う。

　審査会やヒアリングを通じて着実に先進医療の推進
を申請したほか、25年度は教員からの要望がなく実施
できなかった先進医療推進セミナーを開催した。
　「ヒト幹細胞を用いる臨床研究に関する指針」に基づ
く厚生労働省への申請に向けては、再生医療推進法
の成立及び薬事法改正により規制が大幅に強化され
たため、厚生労働省審査の受審に向けプロジェクトの
再整備を進めている。

①【共】第Ⅱ・Ⅲ相治験の更なる推進を図る。

②【附】臨床薬理センターにおいて、第Ⅰ相治験・
ジェネリックBE（生物学的同等性）試験を実施する。

③【共】両病院で定期的に情報共有を実施し、治験
実施手順等の共通化を行うなど、治験依頼者の利
便性を図る。

①【共】２病院において治験を進めた。
【附】多施設型臨床研究及び医師主導治験（高知大学附属
病院主導）の支援を行った。
【セ】臨床研究推進センターにおいて、データマネジメントや
データ解析に関する相談支援を実施した（通年。月平均統
計相談件数：24件）。また、共同研究機器の導入と研究用
ミーティングルームの設置を実施した（３月）。
　このように、医師が臨床的課題に集中できる環境整備を進
めてきた結果、第Ⅱ・Ⅲ相治験の受託件数は24年度を上回
る28件（センター病院としては法人化後最多件数）を確保し
た。また、当院で初となる医師主導治験(製薬企業等ではな
く、医師自らが企画・立案して行う治験）※を開始した（新しい
急性心不全治療薬に関する第Ⅲ相治験。国立循環器病研
究センター等と共同で実施）。
⇒新規受託件数
【附】32件（平成24年度：34件）
【セ】28件（平成24年度：25件）

②【附】ジェネリックBEは２件の契約がなされたと共に、第Ⅰ
相治験は健常人への実施１件（First in Japanese）を含む２件
を受託することができた。ジェネリックBE２件（前年度３件）

③【共】附属２病院の臨床試験支援管理室で検討会を開催
し、情報交換を行った(５月、１月)。また、各疾患別センター
（または診療科）単位で、治験研究推進に係る２病院間の情
報共有を行った。

先端医科学研究への取組

（５）　研究の充実　【地域貢献】

臨床研究・治験への取組

45



事業の実施状況

25年度計画 実績

①医学部定員増以降も質の高い病棟実習を行うた
め、
【２病院・医学部】病棟実習ユニット教員や病棟実習
部門が中心となり、状況の確認を行いながら、問題
点の抽出や実習方法の見直しを行う。
【セ】実習室の開設やメディカルトレーニングセン
ターの備品拡充等施設面での整備を行うとともに、
臨床研修医や病院長との交流の機会（ランチョン
ミーティングやランチョンセミナーの開催）を設けなが
ら、学部生から臨床研修医までの一貫した教育を実
施する。
【セ】学生受け入れに伴った、医学教育及び臨床教
育を臨床教育研修センターを中心に充実させてい
く。

②看護部、臨床指導者、実習担当教員が中心とな
り、実習評価会を行い問題点の抽出や実習指導体
制について検討を行う。
　引き続き、学習環境を整備するとともに、看護学生
から就職した看護師への継続したキャリア支援シス
テムを構築していく。

①【セ】医学科生が空き時間に学習できる自習室の利
用を開始した（４月）。さらに、３月には自習室を移転
し、図書室の座席を増やすとともに、インターネット環境
の充実（Wi-Fiの設置）等を行った。また、従来に引き
続き、医学科生等を対象としたランチョンセミナー（４回
開催、延58人の学生が参加）や、研修医・医学科生と
病院長や先輩医師が意見交換を行うランチョンミーティ
ング（５回開催、延17人参加）を実施した。
【セ】臨床教育研修センターでは、引き続き臨床研修プ
ログラムの立案・実施や病棟実習に関する院内調整等
を実施するとともに、当院ウェブサイト内に後期臨床研
修医向けページを新設するなどのＰＲ活動を行った。

②【医学部】
医学科は、病棟実習部門会議を月に1回開催し、適宜
状況の確認を行った。定員増後の学生が二学年にわ
たる初めての年度であったが、病棟実習を適切に行う
ことが出来た。
看護学科では、教務委員会で、実習中のヒヤリハットを
集約し、領域間で情報共有した。さらに、実習時に学
生が身につける災害時ポケットマニュアルの内容を充
実させた。

病棟実習等医学部（医学科・看護学科）学生の教育

２　医療人材の育成等に関する取組

（１）　医学教育や医師・看護師等医療スタッフの育成　【地域貢献】
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事業の実施状況

25年度計画 実績

①幅広い基礎と高い専門性を持つ医師を育成する
ため、
　【共】次年度採用に向けた課題整理、及びそれに
基づくプログラムの見直しや、シニア・レジデントの
知識・技能・資格の取得に関する支援を行う。
②超高齢社会に対応した地域医療を支える医師養
成に向け、協力病院との更なる連携方法について
の検討を進める。
③小児科・産婦人科等の医師不足診療分野におい
て、
　【共】育児と研修の両立が可能な長期専門医研修
プログラムや、院内保育所の充実等女性医師が働き
やすい環境づくりを引き続き行う。

①【共】引き続き専門医養成プログラムに基づき、シニ
ア・レジデントの募集を積極的に行うとともに、神奈川県
地域医療再生計画補助金を用いてシニア・レジデント
の資質の向上を図った。

②【共】協力病院との連携方法について検討を進め、
総合診療医学教室の設置が決定した。

③【共】引き続き育児部分休業制度等を活用し、育児と
研修の両立支援を行った。
【附】また院内保育においてニーズの高い0歳児を多く
受け入れられるよう体制を整備し、20名（総受入31名
中）を受け入れた。
【セ】院内保育所で附属病院と同様の0歳児受入れを
従来より行っており、また月極保育のほか、病棟カン
ファレンスや勤務時間シフトに対応できるよう、一時保
育や夜間保育を提供した。

専門医・認定医の育成、医師不足診療分野への対策

臨床研修医の育成

【共】協力施設の新規開拓を進め、平成26年度研修開始の臨床研修プロ
グラムにおいて、横浜船員保険病院の協力型臨床研修病院としての新規
指定が内定した。
また、臨床研修指導医養成講習会の実施により、学内外の医師30名の受
講者が集まった。
【附】その結果、新たに11名の臨床研修指導医の確保につながり、特に、
研修医数に対して臨床研修指導医数が不足していた診療科への対応を
行った。
【セ】初期臨床研修医の募集定員を前年度よりも２名増やしたが、それでも
なお２年連続でプログラム定員のフルマッチを達成した。マッチングした学
生は医師国家試験にも全員合格し、質の高い人材を確保することができ
た。
⇒マッチング結果
【附】 ※各数値は、マッチ人数/募集定員（マッチ率）
  平成25年度  基本プログラム：50/51（98.0％）
                    産科・小児科プログラム：0/4（0%）
  平成24年度　基本プログラム：51/51（100％）
　 　　　　　　　　産科・小児科プログラム：4/4（100％）
【セ】
  平成25年度：基本プログラム　50/50(100%)
　　　　 　　　　　産科・小児科プログラム　4/4(100%)
  平成24年度：基本プログラム　48/48(100%)
　　　　　　　　　 産科・小児科プログラム　4/4(100%)
【共】また、研修医・学生に向けたfacebook等の活用による情報発信により、
事前説明会の参加者が前年度に比べ30名増加した。
【セ】学生・研修医・看護師等が気軽に医療技術の修練を行えるメディカル
トレーニングセンターについて、研修器具を増やす（35品目→40品目へ）
等の実習環境充実を図った。
　また、医学科生と研修医・医師の交流機会を提供するランチョンセミナー
を開催した（４回開催、延58人の学生が参加）【再掲】。
　さらに、これまで講義が中心だった研修医向け「イブニングセミナー」につ
いて、実技を中心とした実践的な内容に改め、回数も17回から20回に増や
して、質・量の両面で一層の充実を図った。
⇒研修医向けイブニングセミナーの見直し概要
平成24年度：研修医が修了認定を受けるために必要な課題レポートに
沿った講義が中心だった。
平成25年度：医療現場の視点から、研修医に是非持っていてほしい知識・
技術（胸部Ｘ線画像の読影、挿管・抜管の技術等）の習得ができるような講
義・実習に内容を改めた。また、「医療者のための蘇生トレーニング」コース
を新たに追加した。

　プライマリ・ケアの基本的な臨床能力を身につけた
臨床研修医を育成するため、また、次年度の臨床研
修医採用において引き続き今後も高いマッチング率
を維持するため、
　【共】研修プログラムや研修室の環境の改善を引き
続き行っていくとともに、それらの情報をfacebook等
で研修医・学生に向けて積極的に発信していく。
　【セ】メディカルトレーニングセンターの備品拡充な
どの環境整備とともに、学部生や病院長との交流の
機会（ランチョンミーティングやランチョンセミナーの
開催）を設けながら、学部生から臨床研修医までの
一貫した教育を実施する（再掲）。
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事業の実施状況

25年度計画 実績

確かな技術と高い倫理性を備えたスタッフの育成の
ため、
　「新人看護師教育ガイドライン」や臨床実践能力の
評価ツール「ＣＤＰ（キャリア開発プログラム）」に基づ
き、新人・中堅・ベテランといった各段階に合わせた
院内研修プログラムを実施するとともに、教育機関
の進学等の院外での自己研鑽についても引き続き
支援を行っていく。
　病棟実習や連携会議等を通じた看護学科との連
携を更に進め、看護師の育成において看護学科を
持つ大学病院の強みを打ち出していく。

【共】２病院において、「新人看護師教育ガイドライン」
や「CDP（キャリア開発プログラム）」を活用状況を踏ま
えた改訂を適宜行いつつ、計画的な人材育成を実施
している。また、病棟実習や連携会議等を通じて看護
学科との連携を進めている他、人事交流として附属病
院の看護師を看護学科に派遣し、看護学生の生きた
教育を行っている。
【セ】全ての看護職を対象に「倫理とコンプライアンス」
に関する講演会を実施し（８月）、副看護師長には10月
にも再度研修を実施した。
　さらに、看護の質と医療チームの質向上に向けて、外
部教育機関への看護職員の研修派遣を実施した（合
計15名）。研修修了者は専門性を持ったケア提供がで
きており、看護の質は確実に向上している。
　こうした人材育成の取組の成果として、新たに４名が
専門看護師・認定看護師の資格を取得した。
⇒センター病院　資格新規取得者（４名）
がん看護専門看護師、急性期専門看護師、不妊症認
定看護師、慢性心不全認定看護師

①【共】医師が行う事務の一部を代行する事務作業
補助者を引き続き雇用し、負担軽減を図る。

②【附】入院から退院までの一連の流れを踏まえた
病床管理（入院期間の適正化）をスムースかつ効率
的に実施するための調整機能強化について、検討
を進める。

③【セ】平成24年度に開設したメディカルトレーニン
グセンターの更なる充実や、共同研究機器の整備を
通じて、労働環境を整える。

①【附】引き続き、医師事務作業補助者による文書作
成補助業務を実施し、負担軽減を図った。（文書作成
補助件数15,608件（24年度：13,052件））
【セ】医師事務作業補助者を14名配置した。このうち４
名については、診療外来において診療記録データの
入力作業補助等を行う補助者（クラーク）として25年度
より新たに配置し、外来診療医の業務負担の一層の軽
減を図った。
　このほか、来院患者の相談事項や苦情等を総合的に
受け付ける「統合患者サポートセンター」を４月に開設
した（25年度相談受付件数：309件）。医師・看護師等
に対するクレーム事案等を一元的に引き受け対応する
ことにより、医療スタッフの業務負担や心的ストレスの軽
減が図られ、医療により専念できる環境づくりにおいて
効果があった。

②【附】病床管理室による病床管理や入院患者への事
前連絡等を実施し、診療科医師の入院連絡等に係る
負担を軽減した。また、地域医療連携機能の強化に向
けて、まずは入院支援機能の充実策の検討を開始し
た。

③【セ】学生・研修医・看護師等が気軽に医療技術の
修練を行えるメディカルトレーニングセンターについ
て、研修器具を増やす（35品目→40品目へ）等の実習
環境充実を図った【再掲】。

医師等が診療・教育・研究に集中できる労働環境の向上

看護師等医療スタッフの育成

（２）　医師・看護師等医療スタッフの確保・労働環境整備　【地域貢献】
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事業の実施状況

25年度計画 実績

　育児部分休業や育児短時間勤務制度に加え、院
内保育のより一層の充実（【附】ニーズの多い０歳児
枠の拡大、【セ】病後児保育の導入検討）や、医師
については復職支援のための非常勤採用を引き続
き実施し、育児休業等から安心して復職できるような
職場環境をつくる。

【附】女性スタッフ育児支援ワーキンググループを立ち
上げ、非常勤診療医の採用枠としての女性医師支援
枠の効果的利用の検討や病児保育実施に向けたシ
ミュレーションを行った。
また、院内保育においてニーズの高い0歳児を多く受
け入れられるよう体制を整備し、20名（総受入31名中）
を受け入れた。【再掲】。
【セ】院内保育所で0歳児受入れを従来より行っている
ほか、月極保育に加え、病棟カンファレンスや勤務時
間シフトに対応できるよう、一時保育や夜間保育を提供
した【再掲】。

　定期的な採用試験や、病院見学会・学校訪問等
の広報活動を引き続き実施する。
　また、看護学科と附属２病院看護部、事務部門が
連携しながら、特に看護学科生の附属２病院への就
職率の向上や、離職原因の分析を通じた離職防止
を推進する。

　病院見学会や学校訪問等の広報活動を計画どおり
実施した。延べ参加者は704人を数え、うち216人は採
用試験を受験した。
　看護学科生のキャリア支援等に関する課題解決を目
的とし、連携会議を隔月で実施し、課題共有を行った。

看護職員の安定確保及び離職防止の推進

女性医療スタッフの復職支援や働きやすい環境の整備
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事業の実施状況

25年度計画 実績

①【共】引き続き、オープンカンファレンス、地域医療
連携推進研修会等を実施し、地域医療の充実を図
る。それらの情報は、『診療のご案内』に掲載するほ
か、Webにも掲載・更新することで、最新の情報が関
係機関に提供されている。

②【附】地域がん診療連携拠点病院として、また、神
奈川県エイズ治療の中核拠点病院として、他医療機
関の医療スタッフへの緩和ケア研修会等の専門的
な研修や技術支援を行う。

①【共】２病院で「診療のご案内」やWeb等により地域医
療機関や関係団体への情報提供を行い、地域医療の
充実に貢献した。
【附】このほか、予定通りオープンカンファレンス等を実
施した。
【セ】地域医療支援病院として、「地域医療連携研修
会」を49回開催（延参加者数1,760人）し、地域の医療
関係者や市民等への啓発を実施した。また、地元（南
区）医師会と共同で、在宅医療やがん地域連携クリティ
カルパスの活用等に関する研修会を３回開催した（10
月、２月、３月）。

②【附】神奈川県エイズ治療拠点病院等連絡協議会の
研修会、講習会や緩和ケア研修会等を開催し、他医療
機関の医療スタッフへ専門的な研修や技術支援を行っ
た。

　大学病院として積極的な実習受入を行うため、
　【共】２病院と看護学科合同で実施する指導者研
修などを通じた指導者の育成や、実習環境の整備
を引き続き行うとともに、看護・薬剤などの実習内容・
実績等をWebを通じて院外に情報提供を行う。

【共】２病院と看護学科合同の指導者研修会の実施や
認定実務実習指導薬剤師養成講習会への参加等、各
部門において指導者の育成、実習環境の整備に取り
組んだ。また、実習内容・実績等をWebに掲載し、院外
への情報提供を行った。
【セ】教育・実習受け入れ体制の整備を図るため、教員
養成課程へ２名、（臨床）実習指導者講習会（外部教
育機関）へ３名の研修派遣を行った。
　また、統合実習※として、専門学校・短期大学部・医
学部看護学科から実習生（17名）を受け入れた。実施
した実習指導の内容について、臨床指導者委員会を２
回開催（９月、３月）し、実習生のアンケート等に基づき
評価を行ったところ、５段階評価で概ね４と、評価は良
好であった。 このほか、院内教育として、臨床指導・教
育に焦点を当てた研修会を開催（３回）し、合計約80名
の看護師が参加した。

病院実習の受入体制の強化

地域医療従事者への研修機会の提供

（３）　地域医療従事者向け研修等の充実　【地域貢献】
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事業の実施状況

25年度計画 実績

【共】リスクマネージャー会議や安全管理対策委員
会を通じて、インシデントとその対策等の医療安全
情報を共有するとともに、特に医療事故と疑われるも
のに関しては、透明性・客観性・プライバシーの点で
の検討を学内で行った上で、適切な時期・方法で公
表していく。
【附】e-learningの導入も含めた適切な医療安全講
習の実施方法を検討する。

【附】マニュアルの再点検、危険な薬剤の管理適正化及び経管栄養
マニュアルの作成を行ったほか、組織横断的な部門の連携による医
療安全の推進を目的とした『医療の質向上センター』を新たに設置
した。
　また、病院理念・基本方針の１番目に「生命の尊厳を深く認識した
医療の実践」の文言を追加した。
　医療安全講習の実施方法の検討については、26年度の病院情報
システム更新に合わせたe-Learning環境整備とともに、25年度につ
いては暫定的にセンター病院のシステムを利用したe-Learningの部
分導入を行った。

【セ】院内会議（安全管理対策委員会、リスクマネジャー会議。それ
ぞれ概ね月１回開催）でインシデント情報の共有や再発防止策の検
討・周知を行った。また、「転倒・転落対策」「院内自殺の防止」等、８
つのテーマでリスクマネジャーのグループワークを実施し、成果発表
を行った（12月、１月）。
　このほか、院内全職員向けの医療安全講演会（２回）や、臨床工学
技士による医療機器研修会（７回）を実施した。また、４月に全新任
職員、５月以降は転入配属された医師に対して、医療安全に関する
オリエンテーションを行った。
　また、医療安全管理指針を改訂し、組織体制や連絡フロー図を一
層わかりやすく明確にする等の改善を図った。これを踏まえ、全職
員向けの小型冊子「安全ポッケ」を改訂・配付した（１月）。
　さらに、従来に引き続き、当院職員が独自に作成した教材をもと
に、e-Learningによる全職員を対象とした医療安全研修を実施した
（２回）。受講していない職員の把握及びフォローを行い、受講率は
90％超となった。26年度以降も受講率100％を目指していく。
　以上のように、多様な切り口で医療安全文化醸成に向けた取組を
進めることにより、全職員の医療安全意識の一層の向上を図ること
ができた。

３　医療安全管理体制・病院運営等に関する取組

（１）　医療安全管理体制の充実

医療安全文化の醸成、安全管理教育の充実及び医療安全管理取組情報の提供
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事業の実施状況

25年度計画 実績

　教員管理職と法人経営陣による定例会議等を通じ
て、教育・診療・研究に関する体制・運営を一体的
に検討し、高度で先進的な医療、質の高い教育を
効率的に提供するとともに、大学としての安定した経
営基盤を確立させる。

各種会議で引き続き３者及び法人経営陣との連携を進
めたほか、特に協力病院との連携方法について検討を
進め、総合診療医学教室の設置が決定した。
また、「診療のご案内」において、役割分担の視点から
２病院の診療内容について掲載した。

（２）　附属２病院の運営体制の強化や経営効率化の推進

附属２病院・医学部の３者連携と経営基盤の確立

病床等の効率的運用

①【附】共用病床の運用方法を見直す等、効率的な病床運用への取り組
みにより、平均在院日数の短縮や新入院患者数の増加につながった。
【セ】病床利用率の確保については、病床調整担当医師、看護師、医事管
理担当職員等が緊密に連携し、
　・　空きベッド情報や入退院予定の個別把握・管理
　・　病床を有効活用するための午前退院・午後入院の徹底
　・　新入院患者の柔軟な受入れ（一日当たりの新入院患者数に硬直的な
制限ルールを設けない）
等の取組を、きめ細かく行った。
　また、各月の月次速報値に基づき、診療報酬額や各種の経営指標の内
容を各診療科ごとにチェックすることにより、効率的な運用を図った。
　これらの取組の結果、平成25年度の病床利用率、平均在院日数はいず
れも前年度よりも改善され、中期計画目標値を達成したほか、新入院患者
数も増加した。
⇒診療実績指標（カッコ内は平成24年度実績）
【附】
　病床利用率：86.5％（90.8％）
　平均在院日数：15.1日（15.7日）
　新入院患者数：13,623人（13,549人）
【セ】
　病床利用率：90.2％（89.8％）
　平均在院日数：13.8日（14.1日）
　新入院患者数：17,308人（16,826人）
〔中期計画目標数値〕
　病床利用率：90％以上、平均在院日数：15日未満
【附】地域医療連携機能の強化に向けて、まずは入院支援機能の充実策
の検討を開始した。（再掲）
②【附】経験年数に応じた研修や業務設定、多職種委託業者を含む勉強
会の実施による手術部看護師の育成や的確な手術枠の調整により、大幅
増となった24年度の手術件数を維持することができた。
【セ】スケジュール管理を一層徹底するなど、手術枠の効率的な運用を進
めたことにより、25年度の手術件数は7,656件となり、前年度より4.3％（315
件）増加した。
⇒手術件数（カッコ内は平成24年度実績）
【附】5,711件（5,727件）
【セ】7,656件（7,341件）

①【共】病床配分の見直しや、共用病床の弾力的運
用を通じて、病床利用率、平均在院日数、診療単価
等を総合的に勘案しながら、効率的な病床運用を
行う。
　【附】入院から退院までの一連の流れを踏まえた病
床管理（入院期間の適正化）をスムースかつ効率的
に実施するための調整機能強化について、検討を
進める。（再掲）

②【共】手術件数の推移や緊急枠使用状況を確認し
ながら手術室の効率的な運用を進める。
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事業の実施状況

25年度計画 実績

　医療政策上の役割を果たすにあたり、
　【共】各種補助金の継続的な申請を行うだけでな
く、国・県・市の情報を積極的に収集し、医業収入以
外の収入源を確保する。また、補助金終了が見込ま
れる事業については、別の財源を確保するなど、病
院経営を圧迫しないよう、事業の見直しを行う。

【附】神奈川県地域医療再生計画事業費補助金を申
請、活用し、災害・緊急時対応スペースの設置や各種
医療機器の導入を行った。また、25年度に終了した補
助金については病院経営への影響が最小限になるよう
配慮しつつ、病院予算を確保するなどの対応を行っ
た。
【セ】高度救命救急センター、総合周産期母子医療セ
ンター、がん相談支援センター等の整備・運営に関す
る神奈川県の上記補助金を活用し、診療や相談支援
機能の充実を図った。

　人件費の適正化及び職員のワークライフバランス
の推進のため、
　【共】定時退勤の徹底や、事務作業補助者の充実
による医師の業務負担軽減等を通じて、超過勤務
の縮減に努める。
　【附】病院長と各診療科のミーティングを通じて、適
切な医師の再配置を検討する。

【附】病院長ミーティングにより各診療科の人員状況・
課題等を把握し、適切な医師の配置について検討し
た。
【セ】人件費額はほぼ横ばいであるが、手術件数の大
幅な増や外来診療の稼働実績の増等により、病院収
益を一層確保したため、中期計画の目標指標である人
件費比率は、前年度よりも約１ポイント改善した。
⇒人件費・人件費比率(カッコ内は平成24年度実績)
【附】104億円(104億円)・49.6％(50.6％)
【セ】117億円(117億円)・46.9％ (48.0％)
〔中期計画目標数値〕人件費比率 50％未満

人件費管理

補助金等外部資金の確保
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事業の実施状況

25年度計画 実績

①医薬品費の縮減のため、
　【共】引き続き、後発医薬品の採用品目の拡大、他
病院とのベンチマークによる価格交渉や２病院での
共同購入を実施する。
　【附】支払方法の変更を含め、薬価交渉方法の検
討を行う。

②診療材料費の縮減及び在庫適正化のため、
　【共】引き続き２病院での共同購入を行うとともに、
　【附】診療材料の預託化を進める。
　【セ】平成25年度から本格実施した全国規模の共
同購入組織による購入の検証を行いつつ、引き続き
実施する。

①【共】医薬品について、他病院とのベンチマークによる価格交渉
や２病院での共同購入を行ったほか、薬事委員会の場も活用しつ
つ、後発医薬品の採用品目の拡大や院外処方の推進を行った。
⇒後発医薬品採用率(カッコ内は平成24年度実績)
【附】24.9％（23.5％）
【セ】21.1％（19.6％）

【セ】上記のほか、卸売各社との価格交渉時期を例年よりも早め、ま
た単価が高く購入量の多い品目を中心に、他病院の購入価格情報
の把握に努めつつ、きめ細かく粘り強い交渉を行った結果、前年度
との比較で値引率は0.3～1.4％増加し、医薬品費を抑制することが
できた。
　一方で、当院が積極的に取り組んでいる加齢黄斑変性症（眼科）
治療に使用する注射薬など、高度な医療に要する医薬品の一部に
単価の高い品目があることから、医薬材料費比率は前年度よりも増
加した。

②【共】診療材料について、引き続き２病院での共同購入を行った
ほか、
【附】定数品の預託化を完了した。また、SPD業者との契約の調達
マージンを付加しない方式への変更及び購買単価の縮減により、
2,400万円の削減効果となった。
【セ】院内で毎月委員会を開催して検討し、より安価な同等品への
積極的な切り替えを進めたほか、価格交渉を丁寧に行うことにより、
前年度との比較で1,900万円の縮減を図ることができた。

⇒医薬材料費比率(カッコ内は24年度実績)
【附】35.9％（35.7％）
【セ】35.8％（34.5％）
〔中期計画目標数値〕【附】35％未満【セ】33％未満

機器・医薬材料等の購入における、適正化及び効率化の推進並びに附属２病院の連携
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事業の実施状況

25年度計画 実績

患者支援体制の充実

（３）　病院機能の充実

【附】ソーシャルワーカーと各診療科・部門の連携強化により介入
ケースの早期把握がなされている。また、NPO法人と協働し、がん患
者へ医療用ウィッグの提供支援を行った。認知症疾患医療医療セ
ンターの機能として、認知症疾患の専門医療相談の実施により、患
者・家族の不安・悩みの軽減や受診への支援等を図った。
【セ】来院患者の相談事項や苦情等を総合的に受け付ける「統合患
者サポートセンター」を開設し、多様な相談ニーズへ一元的な対応
を図る体制を整備した（４月。25年度の相談受付件数：309件）。な
お、医師・看護師等に対するクレーム事案等を一元的に引き受け対
応することにより、医療スタッフの業務負担や心的ストレスの軽減が
図られ、医療により専念できる環境づくりにおいて効果があった【再
掲】。
  このほか、
・　来院患者等が気軽に医療関係書籍の閲覧等を行える「患者向け
情報ライブラリー」を本館１階に開設した（３月）。
・  院内の案内サインを改修し、来院患者の利便性向上を図った（２
月）。
・　外来患者に関する満足度調査（12月）や待ち時間調査（12月）を
行い、また院内投書「ご利用のみなさまの声」などの情報を院内で
共有化して、病院運営の改善に活用した。
・　患者のご要望に基づき、患者用エレベーターホールに階数表示
装置を設置した（３月）。
・　貸出用シルバーカー（年配の方の歩行移動を補助するための手
押し車）を５台総合案内窓口に設置した（10月）。
・　転院相談や退院後の在宅療養に関する相談等については、メ
ディカルソーシャルワーカーや看護師等の専門スタッフから成る医
療相談支援担当・継続看護担当がきめ細かな対応を行った（25年
度相談実績件数：16,914件←24年度：17,383件）。
・　院内に設置している「がん相談支援センター」について、25年度
より専従看護師を１名配置し、電話や面談（予約制）による相談のほ
か、特設窓口を院内ホールに設置しての相談受付を５回実施した。

　患者満足度やヘルス・リテラシー（情報の応用力）
向上のため、
　【共】ソーシャルワーカー等による専門性を生かし
た患者相談、「患者の声」の業務改善への反映等を
引き続き充実させる。
　【附】横浜市認知症疾患医療センター（平成25年１
月～）の機能として、専門医療相談や情報発信を積
極的に行う。
　【セ】患者向け情報ライブラリーを設置する。
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事業の実施状況

25年度計画 実績

　医療機器・設備については、
　【共】平成23年度から設置している医療機器・施設
整備審査会において、法人として優先順位をつけな
がら、計画的に購入・整備していく。
【附】収益性も十分に考慮し、医療ニーズの高い心
疾患に対する機器の整備を行い、経営基盤の安定
化を図る。
【セ】三次救急応需を確実に果たせるよう、機能性等
を高めるため、救命集中治療室（ＥＩＣＵ）等のレイア
ウト変更を行う。

　医療情報システムについては、
　【附】平成26年度の医療情報システム更新に向け
て、開発業者を選定し、開発作業を行う。
　【セ】平成24年度に導入した医療情報システムを安
定的に稼働させるとともに、必要な文書・帳票を電子
化する。

医療機器・施設整備について、
【附】医療機器・施設整備審査会において、平成26年度の購入・更
新計画を決定した。この場において、附属病院における手術支援ロ
ボット(ダ・ヴィンチ)の導入も決定された。MRI装置の更新（8月）、内
視鏡センターの移転・拡充（12月）、心血管撮影室の増室（12月）を
行った。また、災害時に災害拠点病院として病院機能を維持するた
め、附属病院において隣接企業から電力供給を受ける協定を締結
した。
【セ】26年度に購入する医療機器の選定に際し、機器の価格に応じ
て３つの区分を新たに設け（①2,000万円以上　②500～2,000万円
③500万円以下）、各区分ごとに優先順位を決定する方式を導入し
た。これにより、購入計画の内容が従来より明確になるとともに、比較
的少額な医療機器についても必要な投資を着実に行える仕組みが
確立された。
　このほか、市の医療政策上の要請を受けて26年度に当院が設置
する「横浜市重症外傷センター」に係る医療機器整備について、市
の補助金予算を確保するなど、財源確保にも注力した。
　25年度に購入した医療機器については、最新の機器を医療現場
に速やかに設置するべく、前年度よりも早期に機種選定や契約手続
きを実施した。

病院情報システム（医療情報システム）について、
【附】仕様の精査・見直しを実施したことにより、開発業者の選定は
26年度となったが、一部システムについて先行して更新・導入を
行った。
【セ】24時間のサーバ監視と毎月の定期保守点検を実施し、安定的
な稼働の維持に努めた結果、年度を通じて特にトラブルが発生する
ことなく運用できた。 また、院内の運用調整会議を開催（３回）する
等して医療現場等からの要望・提案の積極的な収集に努め、それを
もとに、操作性を向上する等のシステム改修を合計391件実施した。

医療機器、設備及び医療情報システム（電子カルテを含む）などの計画的導入・更新
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事業の実施状況

25年度計画 実績

【附】平成23年度の指摘事項の改善状況を継続的
に確認し、不足がある事項について改善を働きかけ
る。
【セ】病院機能評価の更新審査（3rdG：ver.1.0）を受
審する。

【附】平成23年度の病院機能評価で指摘された事項
(集中治療室の指示票運用の手順作成、法に基づくプ
ライバシーに関する整備等)の改善を行った。
【セ】 日本医療機能評価機構による病院機能評価を受
審した（書類提出：12～１月、訪問審査：３月）。
　受審に向けて、院内各部署を横断したプロジェクト
チームを作り、審査対象領域ごとに自己点検を綿密に
行ったうえで、必要に応じ、施設改修等の対策を行っ
た。
　当院の運営全般に関して、組織的に課題の抽出・共
有化を行い、対策を実施したことにより、職員全体の理
解・課題認識が深まり、チーム医療の推進に向けた相
互理解を深めるうえでも非常に役立った【再掲】。
　26年５月に機構から示された中間評価結果によると、
88の評価項目のうち、「秀でている」が臨床研修体制の
質の高さについてなど４項目あり、「適切に行われてい
る」「一定の水準に達している」が83項目だった。一方、
「一定の水準に達しているとはいえない」が１項目あり、
退院後２週間以内の入院抄録作成率が低い（直近で
約80％）との評価だった。これについては、今回の評価
を契機に、26年度に改善を図る。

【共】広報誌（【附】『With』『ネットワークWith』、【セ】
『十全』）の定期発行やWebサイトの充実を通じて情
報の発信を行うほか、地域貢献センター主催のエク
ステンション講座（医療講座）において本学の教員
が積極的に講師を務め、市民の生涯学習や健康増
進に寄与する。

【共】２病院においてはCMS（コンテンツマネジメントシ
ステム）の導入によって各課においてホームページの
更新ができるようになり、より迅速な情報発信が可能と
なった。

【附】左記について予定通り実施した。

【セ】横浜市からの委託により、当院医師等を講師とす
る「市民公開講座」を院外の市民ホールで開催し、地
域医療の仕組みや最新の医療動向等に関する啓発を
実施した（２回、受講者総数212名）。
　また、当院の一般広報誌「十全」を２回発行し、当院
で実施している医療の内容や医療スタッフの業務内容
等を紹介した（11月・３月）。
　このほか、横浜市フィルムコミッション事務局からの要
請を受け、患者やご家族の方々に配慮しつつ病院運
営に支障のない範囲で、テレビ番組・映画の撮影（２
件、延８日間）に当院施設を提供し、民間メディアを通
じた当院及び横浜のプレゼンス向上を図った。

病院機能評価の継続取得

（４）　広報・市民啓発の充実　【地域貢献】

医療講座及び広報の充実
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事業の実施状況

25年度計画 実績

　診療情報を医療の更なる質の向上や病院経営に
つなげるため、
【附】平成26年度の医療情報システム更新にあわせ
て、診療情報管理体制の検討を含めた、診療デー
タを活用しやすい仕組みを構築する。
【セ】稼働分析を行い、診療科毎にフィードバックを
行う。また、データウェアハウスを活用し、研究支援
やクリニカルインディケーターの作成を行う。

【附】 平成25年4月に診療情報管理室を設置し、がん
登録や診療記録に係る業務とDPCやクリニカルパス業
務を担当する診療情報管理士を配置した。また、医療
情報と診療情報関連の委員会を統合して情報管理運
営委員会として設置し、情報関連委員会の効率化を行
い、情報関連の集中的な議論を行えるようにした。
【セ】各月の月次速報値に基づき、診療報酬額や各種
の経営指標の内容を各診療科ごとにチェックすることに
より、効率的な運用を図った。　また、診療科ごとに、診
療件数の多い疾患の患者数・在院日数等に関する同
規模の大学との比較検証を行い、当該診療科との情報
共有を実施した。
　これらの取組により、各診療科の経営的な視点での
認識が高まった結果、病床利用率や平均在院日数は
前年度よりも改善され、中期計画目標値を達成したほ
か、手術件数も増加した【再掲】。
　また、24年度に導入した医療情報システムに蓄積さ
れた情報について、各診療科のニーズに応じて様々な
検索依頼に対応できる体制を整備し、随時情報提供を
行った。

①病院全体だけでなく診療科単位での経営分析を
さらに進めるため、
　【共】DPCや診療科別原価計算を基に指標の整備
を行い、経営面での指標分析に取り組む。

②医療の質を客観的に評価するため、
　【共】平成24年度に行った検討結果や、他の医療
機関の指標を参考に、２病院共通のクリニカルイン
ディケーターの調整・検討を行う。

①【共】２病院において、診療科別の経営分析を行うと
共に、各診療科へのフィードバックに努めた。
【附】従来年1回開催していた診療科との病院長ミー
ティングを年2回実施し、経営分析内容や診療科の状
況について情報共有を行った。また、昨年度に例年よ
り前倒しで完成させた診療科別原価計算を更に早期
化し、8月に完成させた。

②
【共】２病院で協議を行い、国立病院機構で用いている
指標（医療の質評価・公表推進事業における臨床評価
指標）の具体的計算方法について精査を開始した。今
後、指標項目の精査や抽出方法について検証し、2病
院共通の指標としての公表について検討する。
【セ】クリニカルインディケーターについて平成19年度
分より14の指標項目について抽出・把握を行ってきた
が、国立病院機構の指標等を参考に、新たに10の指
標項目を追加し、抽出・把握を実施した。

医療情報システム（電子カルテを含む）等診療データの有効活用

附属２病院間における指標の整備

（５）　各種指標の整備・活用
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事業の実施状況

25年度計画 実績

　引き続き、経営組織と教育研究組織の役割を区分
し、それぞれの権限と責任の所在の明確化を図り、
理事長・学長の下、自主・自律的な大学運営を行
う。また、取組の一つとして、理事長メッセージを含
めた法人教職員向けの『YCU法人News』による適時
の情報発信や、各会議体において、理事長をはじ
め各部門長からのメッセージを教職員に伝達するな
ど、法人トップの方針伝達を推進する。さらに、法人
幹部と教職員のミーティングの場づくりなどを検討す
る。
　会議体の実質的な審議と、経営・教学のトップマネ
ジメントの強化を図るため、経営方針会議及び経営
審議会を中心に、学内外理事で審議を行う会議体
について、議題の見直しを進める。また、議論の活
発化を図る方策を検討する。

Ⅲ　法人の経営に関する目標を達成するための取組
　Ⅲ－１　業務運営の改善に関する取組

１　ガバナンス及びコンプライアンスの強化など運営の改善に関する取組

（１）　ガバナンスの強化・コンプライアンス体制の充実

大学の活動や経営方針等に関する情報周知など学内コミュニケーションの改善

　『YCU法人news（年９回発信）』の８月号では、医学部定員
増や2023年問題等の課題を抱える医学・病院部門に焦点を
当て、法人幹部と教職員のミーティングという目的も合わせ、
理事長と福浦キャンパスの教職員との対話を実施した。『医
学教育の質の保証・向上について』をテーマに、トップの考え
や現場の取組について法人教職員が共有する号とした。ま
た、９月実施のアンケート結果を踏まえ、職員の大半を占める
病院看護職員に、より読んでもらえるよう、両病院に紙媒体を
直接送付し、現場の視点で多くの職員が目を通せるように改
善した。
　会議体に関しては、特に経営方針会議においては、学長
補佐、先端医科学研究課の協力のもと、初めて外部専門家
を招へいし、国内外の研究動向、またその中での本学の位
置づけ等に関する講演及び意見交換を行い、学内理事及び
管理職が状況認識を深めた。
　さらに、新たに本学役員に企業経営者２名を加え、多様な
視点から大学経営を進める体制を整えたほか、関連して、理
事長・学長のリーダーシップのもと、法人の有する教育・研
究・医療の活動を県域の課題解決につなげ、活動の視野を
広げるために神奈川県と包括連携協定を平成26年１月に締
結した。
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事業の実施状況

25年度計画 実績

　コンプライアンスに関しては、教職員対象研修について「大
学におけるコンプライアンス」をテーマとし、大学で起きうる身
近な問題を例として取り上げ、座学だけではなく質問形式を
取り入れたほか、実施時期についても教員の参加をより見込
める時期・時間帯で開催するなど、研修の充実・工夫を進め
た。
　学内の通知としては、平成25年度では参議院議員通常選
挙の実施の際に、服務規律の徹底について実施するなど、
適時行った。内部通報制度委員会等の各種委員会は案件
等に応じ、適正に運用を進めた。
　ハラスメントに関しては、教職員、新入生に啓発用パンフ
レットを配付するとともに、新採用職員、新入生を対象とした
研修を実施した。また、意識啓発とともに、相談時の初期対
応が非常に重要であることから、大学・病院各拠点の窓口委
員を対象にハラスメントの事例、相談時の対応方法、面談の
ノウハウ等について学ぶ研修を実施し、窓口委員14名が参
加した。
　また、教職員向けの研修は、各拠点ごとの防止委員や窓口
委員の意見を踏まえ、それぞれの特性に応じたテーマを決
定し、平成25年度は「指導とハラスメントの境界」というテーマ
で、具体的事例の紹介やハラスメントの法的責任などについ
て、参加者との意見交換を交えながら実施し、計230名が参
加した。
　内部監査については、監査計画の策定から、監査の実施、
所管へのフィードバック、学内連絡会議における結果報告及
び学内グループウェア等での周知を行った。さらに内部監査
委員会及び監査連絡調整会議を開催し、会計監査人、監
事、内部監査委員で情報共有、意見交換等を行い、３者の
連携、協力体制の推進を図った。

　コンプライアンス推進に向け、注意喚起や意識啓
発に向けた通知の発信やコンプライアンス研修の実
施を中心に、コンプライアンスを重視する組織風土
づくりを引き続き進める。また、組織的な強化を図る
ため、内部通報制度委員会及びコンプライアンス推
進委員会の適正な運用を行う。
　ハラスメント対策では、具体的事例を交えた研修を
中心とした各種啓発活動を実施することにより、学生
や教職員にハラスメント防止や対策についての意識
を浸透させるとともに、発生した事案については窓
口委員及び防止委員会を中心に適切に対応する。
　また、内部監査については内容を充実させ、内部
監査、監事監査及び会計監査人監査の連携・協力
体制を更に推し進める。また、監査結果のフィード
バックと所管対応の進捗管理について、より一層の
充実を図る。

コンプライアンス推進体制の強化・ハラスメントの防止と対策・内部監査の充実
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事業の実施状況

25年度計画 実績

　公募制を原則として優秀な教員の採用を進める。 　学内外の委員で構成される人事委員会において、教
員採用における発議等について審議し、公正・適正に
採用選考を実施した。採用については、原則公募と
し、再公募案件含め30件の公募を実施した。

　教員評価を教員のスキルアップの取組へ活用する
など、より効果的な運用になるよう改善を進めるほ
か、教員評価委員会において、引き続き各年度ごと
の制度運用の検証を進め、制度の充実を図る。

　平成24年度評価を教員評価委員会で決定し、昇給、
一時金に反映した。また、医学系教員については、教
員評価委員会で課題となっていた事項を検討し、総合
評価者の見直しを実施したことなど、より効果的な運用
に向け、改善を進めた。

　任期制については、労働契約法の改正も踏まえ
て、教員のモチベーション向上に繋がるように運用し
ていく。
　また、平成24年度に試行運用したサバティカル制
度を本導入する。

　任期制について、平成25年４月施行の労働契約法の改正
に加え、12月に労働契約法の特例法が公布されたことを受
け、制度運用について再検討を進めている。
　サバティカル制度については、平成24年度までの試行運用
を踏まえ、平成25年度は要綱を制定、６月に公募を実施し、
平成26年度適用者について10月に２名を決定した。

　子育て支援制度の案内資料を作成し、活用を促
す。イベント時の一時保育についてニーズを調査
し、実施する。
　また、外国籍教員に対して、本学での就業等に関
わる情報を適宜提供する。

　子育て支援制度の案内については、学内用Webサイトなど
により、継続的に周知を行った。また、大学入試業務時の一
時保育のニーズ調査を行った結果、利用希望があったため、
学内会議室を利用して実施した。
　外国籍教員に対する情報提供については、入管法改正の
英語パンフレットを配付する等、適宜、情報提供を行った。

任期制・昇任等の運用方法見直し、職階制の見直し

教員評価制度の効果的運用

２　人材育成・人事制度に関する取組

（１）　教員の人事制度の効果的な運用

教職員、外国籍教員の労働環境整備

戦略的方向性に基づく教員採用と人員配置の適正化
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事業の実施状況

25年度計画 実績

　これまで実施している研修体系の内容や、資格取
得支援制度を中心とした各種制度を検証し、改善充
実を図る。

　研修及び各種制度について、内容の検討及び昨年
度までの受講者の意見等を参考に改善を進めた。研
修については、具体的な取組として、業務に必要なス
キル・知識を習得することを目的として実施している「実
務基礎研修」で一部応用的な内容も取り入れるととも
に、新たに公認会計士による「会計実務研修」を実施し
たほか、eラーニングによる「microsoft office研修」で
は、応用的な内容のコンテンツを導入した。
　各種制度については、「メンター制度」をより充実させ
るため、メンターを大学・両病院の各拠点に２名づつ配
置し、新採用職員のフォローにあたった。また、「資格
取得支援制度」は21件の申請があり、平成24年度の８
件から大幅に増加した。職員に制度が浸透し、活用が
促されてきた。
　さらに、各管理職の25年度目標設定の必須項目に
「部下職員の指導・育成」を設定し日々の実行を意識
づけするなど、各職場でＯＪＴの強化に取り組んだ。

　固有職員の育成と管理職への登用を推進し、職員
の固有化率を着実に高めていく。

　平成25年４月の人事異動において、新たに５名の固有職員
を管理職に登用した。同時に、固有職員の採用・育成を進
め、職員固有化率を63.8％（平成24年度比3.5ポイント増）ま
で引き上げた（平成25年５月１日時点）。

①健康診断時のメンタルヘルスチェック及び不調者
へのフォローや教職員相談についての周知等の休
職者の減少に向けた取組や、慣らし勤務制度等の
復職支援を継続的に実施していく。

②福浦キャンパスでの体制整備による教職員の心
身ケアの拡充を行う。

③メンタルヘルスに関する教職員研修を実施する。

①健康診断時スクリーニングで見出されたメンタルヘル
ス不調者への介入とフォローアップを実施した。メンタ
ルヘルス不調者の早期発見・早期介入は、危機管理
に大いに貢献しているものと考える。また、病休時から
の介入、休職中及び復職後のフォローを連続的に行う
ことで、休職・再休職の防止が可能となる。
②６月から福浦キャンパスに心理士を派遣し、週3回・
午後の相談対応体制を確立。教職員間に心理士によ
る相談対応体制が周知され、相互に相談勧奨が行わ
れたり、本人が単独で相談来所することが増え、早期
対応ができるようになりつつある。
③架空事例を用いて就業・健康管理規程を理解しても
らう管理職研修会を実施した。

教職員のメンタルヘルスケアの充実

法人職員の育成状況にあわせた市派遣職員の転換

（２）　職員の人材育成とモチベーションの向上

職員の能力開発とモチベーション向上

（３）　教職員の心身ケアの充実
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事業の実施状況

25年度計画 実績

　法人と市の連携のもとで、横浜市による金沢八景
キャンパスの耐震補強事業を、ともに実施する。さら
に、現附属校舎建て替えに伴い、新棟の学生アメニ
ティ向上の検討を進める。
・新理科館（仮称）建設工事
・本校舎耐震補強整備（実施設計）
・（仮称）学生交流センター※整備（実施設計）
 ※附属校舎跡地に整備予定

　理学系研究棟（新理科館）新築工事については、法人と市
の連携のもと、予定通りしゅん工した。また、今後数年にわた
る一連の耐震整備中の仮移転時の理学系研究棟における
研究室、事務諸室及び教室等のレイアウトの調整を進め、確
定することができた。
　学生交流センター（仮称）については、教職員により構成さ
れる設計プロジェクトを開催の上意見の調整を行い、アメニ
ティ向上を含め、実施設計の内容を確定することができた。

　学生・教員の安全確保、施設の長寿命化のための
計画的な施設・設備の改修として、平成25年度は、
老朽化の激しい空調機（基礎研究棟、福利厚生
棟）、ポンプ、特殊空調機の更新を行う。

空調機、ポンプ、特殊空調機の更新工事を完了した。
なお、空調機更新により、使用電力量の縮減が見込ま
れることから、引き続き注視ししていく。

　法人全体のＩＴ環境整備の中長期基本計画である
IT化ロードマップの見直しを行う。
　また、平成26年度に更新となる基幹ネットワークシ
ステム及び金沢八景キャンパス情報実習室システム
の更新準備を進めると同時に、信頼性・可用性・利
便性の高い情報基盤整備の検討を進める。

　平成23年度からの６年間のIT化中長期計画である、
第２期IT化ロードマップについては、今後のメールシス
テムのクラウド化に伴う、ネットワークの通信量増加の可
能性等、必要な学内の各情報基盤の整備状況の確認
を行った。IT化に関しては学内での必要性や他大学で
の状況等を随時情報収集の上、検討する必要があるた
め、第３期ＩＴ化ロードマップ策定へ向けた情報収集
等、準備を進める。
　基幹システム更新および情報実習室システム更新に
ついては、平成25年度中に更新仕様を策定し、業者選
定まで実施した。これまで別々の契約で構築してきた
基幹システム、基幹ネットワーク、認証ネットワーク、事
務ネットワーク各システムを統合更新する仕様にしたた
め、構築費・ランニングコストの削減や、障害発生時の
対応迅速化等、より効率的なシステムを構築することが
できるようになった。

医学部施設修繕

横浜市と連携したキャンパス整備（建物の耐震補強事業）

３　大学の発展に向けた整備等に関する取組

（１）　施設整備と環境改善

IT環境の整備(法人運営・教育研究）
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事業の実施状況

25年度計画 実績

　環境管理システムの運用により、継続的な省エネ
ルギー活動の取組を推進するとともに、地球温暖化
対策及び光熱費削減の両視点から、電気・ガス使用
量を削減する。

　全学的な省エネルギー活動推進のため、事務部門、
教員部門の目標の集約と平成24年度環境配慮取組の
実績を集約し、環境管理委員会に報告を行った。ま
た、環境方針や夏季・冬季の空調の温度設定等のポス
ター掲示や、年間を通じ、日々の電力使用量を学内に
発信し、教職員や学生へ節電や省エネルギーの必要
性に対する意識啓発を図った。
　電気・ガスの使用量については、速報値で、平成25
年度の目標は達成できない見込みではあるものの、平
成24年度までの目標である平成21年度比３％減の目
標を大幅に達成（電気14.8％減、ガス14.3％減）してお
り、継続的な省エネルギーの取組が着実に実を結んで
いる。

　本学の危機管理規定や危機管理計画及び横浜市
の防災計画の修正等を踏まえて本学の防災計画等
を修正し、教職員や学生が防災意識を高める。身の
安全を確保しながら避難行動ができるように防災訓
練を行う。また、防災備蓄等の更新・充実を計画的
に行う。さらに、横浜市と適宜防災に関する調整を
行う。
　さらに、平成24年度から新たに実施した職員向け
危機管理研修を継続して実施するとともに、対象を
学生・教員に拡大した危機管理研修の検討を行う。
それに加えて、学生に起こりうる危機を網羅したマ
ニュアルの作成も進める。

　防災関係については、金沢八景キャンパス防災マニュアル
の一部を修正したほか、新たに携帯用の大地震防災マニュ
アルを作成し、平成26年４月に全キャンパスの学生への配付
を実施した。また、初期消火訓練等の防災訓練を実施すると
とともに、金沢八景キャンパスの防災備蓄庫を整備し、従来
分散して保管していた備蓄品を一箇所に集約するなど、有事
への対策を進めた。
　横浜市からは、台風発生時の一時避難先として施設開放
の要請があり場所の提供を行った。なお、避難勧告が発令さ
れなかったため実際の受け入れは生じなかった。
　金沢八景及び福浦キャンパスの職員で立ち上げた危機管
理プロジェクトにおいて、「海外派遣プログラム緊急時の対応
マニュアル」を作成し、公開したほか、平成25年度は社会的
にも問題となっているソーシャルメディアのリスクマネジメント
について、教職員や学生を対象とした研修を開催した。

危機管理体制の推進

省エネルギー
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事業の実施状況

25年度計画 実績

　引き続き、文部科学省（国）、他大学の情報収集
（ウェブサイト、新聞等）を進め、情報の蓄積を進め
る。

　大学間連携に関する情報について、文部科学省及びその
他ウェブサイト、新聞記事等から随時収集した。

　他機関（理化学研究所及び産業技術総合研究
所）等との連携により生命医科学分野の教育・研究
を強化する。

　４月に生命医科学研究科を設置、同時に理化学研究所及
び産業技術総合研究所との連携大学院を開始した。生命医
科学研究科の博士前期・後期課程学生の45名のうち、15名
が理化学研究所・産業技術総合研究所の教員を主の指導
教員として、研究活動を行っている。既存の生命ナノシステム
科学研究科生体超分子システム科学専攻の学生も加える
と、理研・産総研の教員を主指導教員とする学生は前年度41
名から平成25年度は44名と増加傾向にあり、連携は順調に
推進している。
　また、平成25年度に行われた国立医薬品食品衛生研究所
の研究員をゲスト講師（３名）とした講義は、学生だけでなく、
教員・研究者等も講義に参加した。平成26年度も引き続き講
義を依頼し、連携を深めていく。

　過年度のページ更新時やレイアウト更新時のWeb
ページの閲覧状況の検証を進めるとともに、引き続
き他大学の公開状況・ページレイアウト等を調査し、
本学として追加公開が必要な項目の検討及びペー
ジの更新を行う。

　例年とほぼ同時期にウェブサイトの情報を更新し、公開を
行った。また、ページビュー（ページが何回閲覧されたか）の
検証を行い、年間の特性を確認した。今後、毎年継続してこ
れらのデータを収集し、ページやレイアウトの更新の際にはこ
のデータを参考資料として、より閲覧者が見やすく、情報を得
やすいよう、引き続き更新や構成の検討を進めていく。

生命医科学分野の再編<<再掲>>

各種情報・自己評価のタイムリーな公開

４　情報の管理・発信に関する取組

（１）　情報の提供及び公開

（２）　大学間連携の構築に向けた検討

大学間連携の構築に向けた検討
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事業の実施状況

25年度計画 実績

　引き続き、個人情報の取り扱いに係る点検・研修を
実施する。平成25年度は特に私物パソコン、USBメ
モリの使用について重点的に取り扱い、対策を行
う。

　今年度も個人情報の取り扱いに関し、病院を含む教
職員全所属において自主点検及び所属長による研修
を実施した。また、今年度はセンター病院の総務課と
医事課の間で個人情報の取扱状況について相互点検
を行い、その結果は両課にフィードバックするとともに
事務系管理職の連絡会議でも報告することを通じ、全
所属に再度の意識啓発を促した。
　私物パソコンやUSBメモリ等の使用に関するセキュリ
ティ対策としては、学内LAN接続にはIDとパスワードを
必要とすることや、毎日のネットワーク接続前に行われ
る端末ごとのセキュリティチェックシステムなど、ウィルス
感染による情報漏えい対策を継続して行っている。ま
た、事務部門においてUSBメモリの使用は事前決裁制
としており、使用するUSBメモリもパスワード付のものと
するなど、継続して個人情報（を含むデータ）の持ち出
しを厳しく管理している。

　部署横断的に、大学データの見直しを進め、整備
するとともに分析方法の検討を行う。

　平成25年度から、学内グループウェアに基本データ
集を公開し、学内の教職員が知っておくべき基本的な
データについて情報共有を進め、利用促進を図った。
また、平成26年度から稼働予定の大学ポートレートに
ついて、本学が参加することを学内主要会議で諮るとと
もに周知を行い、稼働に向けて準備を進めた。
　大学データに関しては、大学ポートレートへのデータ
掲載、また学内においては、平成26年度導入の教務
電算システムの更新及び法人化してから２度目の大学
認証評価の準備が控えていることから、平成25年度に
ついては、それに向けた大学データの整理・把握を主
に進めた。クロス集計の必要性など、分析手法につい
ては引き続き検討を進めている。それぞれ平成26年度
に本格的に動き出すため、そのタイミングで詰めていく
予定である。

大学データの整備・活用

個人情報管理の徹底

（２）　個人情報の保護

（３）大学データの蓄積・活用
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事業の実施状況

25年度計画 実績

　中期計画に沿った本学の取組、特に地域貢献、
国際化に関する取組についての情報発信を増や
し、本学を取り巻くステークホルダーのニーズに合わ
せた情報発信ができるよう、Webサイトや広報誌等各
情報発信ツールを整備する。

　Webサイトに関しては、大学英文サイトで、「Spotlight」をほ
ぼ毎月更新するとともに、教育・研究等の情報を積極的に発
信するなど、コンテンツの充実を図った（ページビュー24→25
で約４％増）。附属２病院サイトでは、4月から両病院とも同じ
デザインとし、さらにサーバ・CMSを大学と統一することで、閲
覧者にもわかりやすくなり、また、運用側としても作業等の効
率化が進んだ。
　平成25年度は本学が文部科学省の地（知）の拠点整備事
業に採択されたことを受け、セミナー広報やＰＲパンフレット
制作・発行、Webサイト構築など重点的に情報発信し、地域
貢献に対する本学の取組をアピールした。
　入試広報としては、オープンキャンパス特設サイトの開設、
読売新聞等への広告、また「螢雪時代」等入試関連書籍へ
の特集記事、出願時期に合わせた広告出稿で、出願者獲得
を図った。
　ツイッターやフェイスブックなどのソーシャルメディアによる
積極的な情報発信に向け、必要な規程等を整備するととも
に、運用担当者向けの勉強会を開催した。その他、法人広
報の情報・課題共有を目的とした広報担当者会議の設置及
び開催、CMS研修によるWebページの作成技術向上、学生
も対象とし156名が参加したソーシャルメディアに関するリスク
マネジメント研修の実施等、教職員の広報マインド醸成及び
危機管理にも取り組んだ。さらに、神奈川新聞への新旧学長
のリレー対談掲載、理事長による企業訪問・意見交換等大学
の知名度向上に取り組んだ。

（４）　大学広報の充実　【地域貢献】

大学情報の積極的な発信
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事業の実施状況

25年度計画 実績

　独立行政法人科学技術振興機構が運用する
「Read&Researchmap」を通じて教員の研究情報等を
発信するとともに、研究成果を戦略的にWebサイトで
公開する。

　ReaD&Researchmap等の研究者情報について、全研
究者への更新依頼に伴う働きかけや新任教員への設
定依頼を行い、随時更新することができた。また、記者
発表や特許成立の情報等のWeb公開については教
員、関係者及び広報担当と調整し、迅速に対応した。

　平成25年度は、寄附対象を特定し、期間・目標額
を設定した寄附の導入のほか、中長期的な視点で、
特に寄附の”受け皿”の拡充に注力し、継続的な受
け入れ、少額でも多くの方から寄附いただく仕組み
づくりを進めていく。
①インターネットでのクレジットカード決済による寄附
等、各種仕組みの導入
②卒業生情報の整備

　平成25年度は、寄附方法の拡大・導入に注力した。
「古本募金制度」について、提携先企業と契約を取り交
わし、受付準備を進めるとともに学内の協力体制を整
備し、平成26年度から受付を開始する予定である。さら
に「遺贈による寄附」について、横浜銀行と覚書を取り
交わし、Webサイトの紹介ページの準備を行った。
　また、それらに加え、寄附対象特定の導入の検討を
進めているほか、寄附のWebサイトページの見出しを分
かりやすくするなど、ＯＢをはじめ様々な年代の方に分
かりやすく、寄附をしやすい環境を整える取組を進め
た。

Ⅲ　法人の経営に関する目標を達成するための取組
　Ⅲ－２　財務内容の改善に関する取組

１　運営交付金に関する取組

２　自己収入の拡充に関する取組

（２）　寄付制度の充実等による自己収入の確保

教員の研究成果等の情報発信

寄附制度の拡充
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事業の実施状況

25年度計画 実績

①平成24年度で取組期間の終了したユニットの取
組みの事後評価を実施するとともに事業全体の検
証を実施し、学長のリーダーシップの下、新たなユ
ニットをつくり「戦略的研究推進費」による戦略的な
研究を展開する。
②説明会や公募情報の案内により、科学研究費補
助金や国家プロジェクト等の獲得拡大を支援する。
③海外出張補助金により、学会発表等、海外研究
者との連携機会を提供する。

①戦略的研究推進費第Ⅱ期について、公募テーマに
基づき、10組の研究ユニットが研究を開始した。また、
研究戦略委員会委員によるサポートミーティング及び
中間評価を実施した。
②実績のある研究者による研究計画調書の書き方説
明会を８月に３回実施、科研費の公募要領等に関する
説明会を９月から10月にかけて各キャンパスで実施し
た。
③間接経費獲得実績に応じた各キャンパスへの配分
及び大型外部研究費を獲得した研究者への特別対象
研究費の配分を実施した。
④海外出張補助金について、35件の申請のうち、22件
の補助を行った。

　これらの取組も一因となり、平成25年度の外部研究費
獲得額が過去最高額の約38億円となった。今後も戦略
的研究推進費に係る研究ユニットへの支援、科研費獲
得に向けた支援等、更なる外部研究費の獲得を目指し
その支援方法を再考していく。

　余裕資金の効率的な運用や、施設開放による使
用料の確保、有料公開講座の開催等を通じ、自己
収入の確保を推進する。

　余裕資金の運用については、期中の資金需要、キャッシュ
フローを見極めつつ運用を行っている。運用対象の検討に
ついては各金融機関より情報提供を受けながら随時行って
いる。学内施設については、外部の利用申請に基づき貸付
を行っており、平成25年度は74件の一時貸付があった。有料
公開講座（エクステンション講座）は地域貢献の観点も考慮
し、有料・無料講座それぞれを企画・実施し、収入を確保して
いる。

【経年推移　（単位：千円）】
　　　受取利息　　施設利用料　エクステンション講座収入
25年度　3,530　　　　20,760　　　　　　93講座19,550
24年度　3,722　　　　15,245　　　　　　95講座19,031
23年度　2,822　　　　10,029　　　　　　83講座16,692

自己収入の確保（Ⅰ余裕資金の効率的運用、Ⅱ施設開放による収入、Ⅲ公開講座による収入）

研究水準の向上と外部研究費の獲得拡大<<再掲>>
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事業の実施状況

25年度計画 実績

　職員人件費は、新規事業や業務量の増加に対し
て、既存の体制の見直しによる捻出を基本とする。
　教員人件費は、国際総合科学部・大学院では、大
学のミッションに基づくコース・研究科の再編やカリ
キュラム見直し等を踏まえ、計画的な採用・昇任を実
施する。医学部では、附属２病院のあり方と役割分
担を踏まえ、採用・昇任を検討する。
　各課ごとに目標を設定し、時間管理を徹底すること
で、超過勤務の抑制を図る。

　法人全体における人件費の抑制や病院経営状況を
踏まえ、次年度の教職員配置の検討を行い、採用試験
を実施した。また、人件費抑制の取組として、超過勤務
削減に向け、四半期ごとに各所属で各月の超過勤務
の振り返り及びその結果を踏まえた次期の超過勤務縮
減のための各所管の特性を踏まえた検討を実施し、学
内の管理職の連絡会議で四半期毎に情報共有を行
い、削減に向けた意識啓発を進めた。
　その結果、法人業務が増加する傾向の中で、月の一
人当たり平均超過勤務時間は平成24年度から約１時
間の減少を達成した。

【超過勤務時間　参考】
平成25年度上半期　29.2時間／月（下半期は集計中）
平成24年度　　　　　 30.3時間／月

　平成24年度に導入した事務用消耗品の一括購
入・払い出しについて、研究費への導入・拡大を検
討し、更なる発注・契約事務の効率化を図る。

　まず研究費への導入検討の前提として、現在の事務用消
耗品に対する課題等の整理を行った。そのうえで、研究費へ
の導入について、研究推進課や財務担当、病院庶務担当等
で構成される研究費検討会において検討、議論を行った。文
理様々な分野の研究を行う教員のニーズに対し、定型の発
注項目を合致させることが（項目が多種に渡るため）非常に
困難であり、実用性に欠けることから、現時点では費用対効
果も考え、研究費への導入は見送るべきとの結論に達した。
平成26年度にはこの課題を受け、事業用消耗品において導
入を検討することとした。

３　経営の効率化に関する取組

（１）　効果的な人件費管理の運用

（２）　事務改善等による経営の効率化

発注・支払い業務の効率化

適切な人件費管理の実施
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事業の実施状況

25年度計画 実績

　平成24年度計画の自己点検・評価を実施する。そ
の中で明らかとなった課題や法人評価委員会による
評価結果の指摘事項等に関して、法人の方針を踏
まえた上で確実に課題の解決につながるよう、大学
評価本部の進捗管理のもとで取り組む。

　計画どおり、平成24年度計画の自己点検・評価を実
施し、法人評価委員会からの評価を受け、法人内に評
価結果をフィードバックするとともに、指摘事項につい
て改善、課題解決に向け対応を進めた。
　また、これらに加え、平成25年度においては、国や
県・市等の動きや政策をより意識し、敏感に対応するべ
く、平成26年度計画策定において、作成している年度
計画概要図の構成を大幅に見直し、法人の計画が国
等の政策と連動・対応していることを内外に示すことが
できるように改善を施した。

　認証評価受審へ向けた準備体制の検討を行う。 　認証評価機関の選定についての検討を行い、前回
受審した「大学評価・学位授与機構」を選定した。ま
た、大学機関別選択評価の受審については、「研究活
動の状況」、「地域貢献活動の状況」、「教育の国際化
の状況」について受審することを決定した。

１　事業の進捗管理に関する取組

（１）　中期計画・年度計画に沿った事業の進捗管理

Ⅳ　自己点検及び評価に関する目標を達成するための取組

認証評価の受審に向けた取組実施

自己評価・点検の正確な実施および評価結果の活用
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